
JALグループ安全報告書
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本報告書は、航空法第111条の6に基づき作成した、JALグループ航空会社8社としての報告書です

スプリングジャパン別出し

以下航空局犬飼様と確(5/13)
・本書の表紙にもSJO記載
・SJOは別冊の旨補足掲載
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【会社並び順に関して】
・安全報告書
・JAL　レポート
・ブランド
・企業HP
等を確認したところ、並び順に統一
性が確認できなかったため、昨年度
の安善報告書をベースとした並び順
にしています。
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１. 安全の基本方針

　JALグループでは、航空運送の安全の維持、向上を図るため、航空法に基づき安全管理システムを構築
し、その方針、体制や実施の方法を安全管理規程(*)に定め、安全に係る業務を遂行しています。　

　安全憲章

安全とは、命を守ることであり、JALグループ
存立の大前提です。
私たちは、安全のプロフェッショナルとしての
使命と責任をしっかりと胸に刻み、知識、技術、
能力の限りを尽くし、一便一便の安全を確実に
実現していきます。

そのために、私たちは以下のとおり行動します。
・安全に懸念を感じた時は迷わず立ち止まります。
・規則を遵守し、基本に忠実に業務を遂行します。
・推測に頼らず、必ず確認します。
・情報は漏れなく速やかに共有し、安全の実現に活かします。
・問題を過小評価することなく、迅速かつ的確に対応します。

安全の基本方針１
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(*)航空運送事業者は、輸送の安全を確保するための事業の運営の方針に関する事項等を安全管理規程に定め、国土交通大臣に届け出ることが航空法に
おいて義務づけられています。

　JALグループは、企業理念のもと、安全の基本方針として、「安全憲章」
を制定しています。この方針は、安全に関する経営トップのコミットメント
として、航空法に基づき安全管理規程に定め、国土交通大臣に届出を行って
います。

JALグループ全社員は、安全憲章を記した安全憲章カードを携行し、
一人一人がこの憲章に則り、航空のプロフェッショナルとして日々の業務を
遂行しています。

【ANA　建付け】
・航空法　→　安全管理システム構築　→安全管理規程に定め　大臣提出
・ANAグループ各社の規程　方針を定めている

安全憲章本文の書きぶり要検討。参考までに、
左の余白には2019年(改定前)の文章と、改定
時のCSを添付しています。

(6/2追加)この安全憲章は、安全に関する経営トップのコミットメ
ントとして、安全管理規程に定め、国土交通大臣に届出を行っ
ています。
⇒2018年度の安全報告書より抜粋。
ここで伝えたいことは、国交省に届出をしているということ。
リード分を削除したことで、上記表現がなくなるため、カバー

　JALグループは、企業理念のもと、安全の基本方針として、「安全憲
章」を制定しています。JALグループ全社員は、安全憲章を記した安全
カードを携行し、一人ひとりがこの憲章に則り、航空のプロフェッショ
ナルとして日々の業務を遂行しています。

この「安全憲章」は、安全に関する経営トップのコミットメントとし
て、安全管理規程に定め、国土交通大臣に届出を行っています。



　JALグループにおいて、2021年度に受けた行政処分(*1)、行政指導(*2)はございませんでした。

①航空事故・重大インシデント発生状況

日本航空2326便の揺れによるお客さまの負傷

・2021年度の運航便数確認中

日本航空669便の揺れによる客室乗務員の負傷

a.航空事故

行政処分・行政指導

航空事故・重大インシデント

（１）行政処分・行政指導

（２）航空事故・重大インシデント

リンクの表現とルール
統一

JALグループは同委員会の調査に全面的に協力するとともに、
XXXXXX再発防止に向けた対策を検討して (または講じて )まいり
ます。

※JL669の場合@安対会資料
•4/7第1回社内事故調査委員会を開催
•4/21 第1回社内事故調査W/Gを開催（YPZ ,OYZ ,HYZ ,LPZ）

(*1)行政処分:国土交通省が輸送の安全を確保するために必要があると認めた時に事業者に対して実施するもので、航空法第112条（事業改善命
令）、第113条の2第3項（業務の管理の受委託の許可取消しおよび受託した業務の管理の改善命令）および第119条（事業の停止
および許可の取り消し）が該当します。

(*2)行政指導:行政処分に至らない場合であっても、国土交通省が事業者に対して自らその事業を改善するように求めるもので、「業務改善勧告」や
「厳重注意」などが該当します。

ANA
当該事案については、運輸安全委員会において調査継続中であり、
AKXとして原因究明に全面的に協力するとともに、 AKXでは社内航空事
故調査会を設置して再発防止策を講じております。

2021の振り返りはネガティブから入らない。
2021振り返りがつながりが良い

2021年度の状況２ 行政処分・行政指導 航空事故
・重大インシデント イレギュラー運航 安全上のトラブル
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2021年度 2020年度

航空事故 2(0.008) 0(0.000)

重大インシデント 1(0.004) 1(0.006)

年間総運航便数 241,006 181,794

(     )内は1,000便あたりの発生件数

2. 2021年度の状況

　2021年度は、航空事故(*1)が2件、重大インシデント(*2)が1件発生しました。これらに
ついては、国土交通省運輸安全委員会により原因究明などの調査が行われています。
JALグループは同委員会の調査に全面的に協力するとともに社内事故調査委員会を設置して　
再発防止策を講じています。

　2022年2月15日、日本エアコミューターが運航する日本航空2326便（コウノトリ但馬
空港発 大阪国際空港行）において、巡航中の突然の揺れに伴う腰の強打により、お客さまが
第2腰椎を圧迫骨折し、同年4月12日に国土交通省航空局より航空事故に認定されました。

　 2022年3月26日、日本航空669便（東京国際空港発 大分空港行）において、巡航中の
突然の揺れに伴う転倒により、客室乗務員が仙骨を骨折し、同年3月28日に国土交通省
航空局より航空事故に認定されました。なお、お客さまにお怪我はございませんでした。 (*1)航空事故:

　航空機の運航によって発⽣した⼈の死傷(重傷以上)、航空機の墜落、衝突または⽕災、航⾏中の航空機の損傷(その修理が⼤修理に該当する
もの)など等の事態が該当し、国⼟交通省が認定します。

(*2)重⼤インシデント:
　航空事故には⾄らないものの、事故が発⽣する恐れがあったと認められるもので、滑⾛路からの逸脱、⾮常脱出等、機内における⽕災・煙
の発⽣および気圧の異常な低下、異常な気象状態との遭遇などの事態が該当し、国⼟交通省が認定します。

(*1)航空事故:　航空機の運航によって発⽣した⼈の死傷(重傷以上)、航空機の墜落、衝突または⽕災、航⾏中の航空機の損傷(その修理が⼤修理に
該当するもの)など等の事態が該当し、国⼟交通省が認定します。
(*2)重⼤インシデント:　航空事故には⾄らないものの、事故が発⽣する恐れがあったと認められるもので、滑⾛路からの逸脱、⾮常脱出等、機内
における⽕災・煙の発⽣および気圧の異常な低下、異常な気象状態との遭遇などの事態が該当し、国⼟交通省が認定します。

(*1)航空事故:航空機の運航によって発⽣した⼈の死傷(重傷以上)、航空機の墜落、衝突または⽕災、航⾏中の航空機の損傷(その修理が
⼤修理に該当するもの)などの事態が該当し、国⼟交通省が認定します。

(*2)重⼤インシデント:航空事故には⾄らないものの、事故が発⽣する恐れがあったと認められるもので、滑⾛路からの逸脱、⾮常脱出、
機内における⽕災・煙の発⽣および気圧の異常な低下、異常な気象状態との遭遇などの事態が該当し、
国⼟交通省が認定します。

https://www.jal.com/ja/flight/trouble/
https://www.jal.com/ja/flight/trouble/


・2021年度の運航便数確認中

日本航空3653便着陸滑走路への他機の進入

②過年度の航空事故・重大インシデントについて

航空事故： 日本エアコミューター3763便の揺れによる客室乗務員の負傷
　（発生日：2019年10月12日　調査報告書公表日：2021年7月29日）

重大インシデント調査： 日本エアコミューター3830便滑走路からの逸脱
　(発生日：2020年1月8日　調査報告書公表日：2022年3月24日）

行政処分・行政指導

航空事故・重大インシデント

リンクの表現とルール
統一

JALグループは同委員会の調査に全面的に協力するとともに、
XXXXXX再発防止に向けた対策を検討して (または講じて )まいり
ます。

※JL669の場合@安対会資料
•4/7第1回社内事故調査委員会を開催
•4/21 第1回社内事故調査W/Gを開催（YPZ ,OYZ ,HYZ ,LPZ）

ANA
当該事案については、運輸安全委員会において調査継続中であり、
AKXとして原因究明に全面的に協力するとともに、 AKXでは社内航空事
故調査会を設置して再発防止策を講じております。

2021の振り返りはネガティブから入らない。
2021振り返りがつながりが良い

b.重大インシデント

a.航空事故

日本エアコミューター3763便の揺れによる客室乗務員の負傷
（発生日：2019年10月12日　調査報告書公表日：2021年7月29日）

b.重大インシデント

日本エアコミューター3830便滑走路からの逸脱
（発生日：2020年1月8日　調査報告書公表日：2022年3月24日）

　以下2件の調査報告書が公表されました。（詳細は、JAL Web サイトよりご確認ください。）

　 2022年1月8日、日本エアコミューターが運航する日本航空3653便（福岡空港発 鹿児島空港
行）が管制からの着陸許可を受けて滑走路へ進入中に、滑走路手前で待機するように指示されて
いた他機が滑走路に進入する事例が発生しました。このため、同機は、管制からの指示に従い、
直ちに着陸復行を実施しました。その後、同機は管制の指示に従って飛行を続け、再度管制より
着陸許可を得て着陸しました。同年1月8日に国土交通省航空局より、重大インシデントに認定
されました。なお、お客さまと乗員にお怪我はございませんでした。
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2021年度の状況２ 行政処分・行政指導 航空事故
・重大インシデント イレギュラー運航 安全上のトラブル

https://www.jal.com/ja/flight/trouble/
https://www.jal.com/ja/flight/trouble/2019.html
https://www.jal.com/ja/flight/trouble/2019.html
https://www.jal.com/ja/flight/trouble/2019.html
https://www.jal.com/ja/flight/trouble/2019.html
https://www.jal.com/ja/flight/


　2021年度は、イレギュラー運航(*)が47件発生しました。内訳は、出発空港への引き返しが32件、
目的地の変更が8件、滑走路の閉鎖が6件、管制上の優先的取扱いを要求した着陸が1件となっています。
　機種別では、BOEING787型機およびEMBRAER E170・190型機で増加しましたが、発生した事例
ごとに迅速に原因究明を行い対策を講じるとともに、過去に講じた対策の有効性も再評価するなど、
幅広く再発防止に努めました。

(*)イレギュラー運航:
航空機の多重システムの一部のみの不具合が発生した場合などに、運航乗務員
がマニュアルに従って措置した上で、万全を期して引き返した結果、目的地
などの予定が変更されるものです（鳥衝突、被雷等を除く）。一般的には、
ただちに運航の安全に影響を及ぼすような事態ではありません。

イレギュラー運航

■機種別発生状況

42件
47件

（年度）

2020年度 2021年度

■国内線・国際線別状況

「787の13件」について
13件のうち、21年4月に発生した3件（電気系統と
発電機）は既知の不具合、残りの 10件は新たな
不具合

その（新規の）10件のうち、
「操縦系統の一部（スポイラー）」（ 3件）
「エンジンの防氷系統」（ 2件）
の二つはそれぞれ同じ事象（≒同じ原因）

当該機の処置としては（仰る通り）
「原因となった部品の交換等の整備処置を行
い、動作確認により健全性を確認しました」
で良いと思います。

（３）イレギュラー運航

①発生状況

(*)安全上のトラブル:
　航空法第111条の4並びに航空法施行規則第221条の2第3号及び
第4号に基づき、国土交通省に報告することが義務付けられたもの
(この報告書では「安全上のトラブル」といいます)で、以下の事態
が該当します。なお、航空法第76条第1項各号に掲げる事故及び航
空法第76条の2に規定する事態（重大インシデント）は該当
しません。一般的には、ただちに航空事故の発生につながるもの
ではありません。

安全上のトラブルの分類と具体例:
　・航空機構造の損傷 
　　〔例〕定例整備中に発見した構造上の不具合
　・システムの不具合　　 
　　〔例〕エンジントラブル、通信・電気系統のトラブル
　・非常時に作動する機器などの不具合 
　　〔例〕火災・煙の検知器の故障
　・規定値を超えた運航  
　　〔例〕決められた限界速度の超過
　・機器からの指示による急な操作等 
　　〔例〕TCAS(航空機衝突防止装置)などの指示に基づく操作
　・その他 
　　〔例〕規程関係、航空機からの落下物、危険物の輸送

A350の記
載？

国際の9⇒17
について

SJOはイレギュ
ラー運航発生
なし(5/19確認
済)

個々のItemは既に十分に簡潔になっていて、これ以上短くするのは難しいよ

うに感じています。

なので、簡潔にするとすれば全日空のやり方に倣って

「詳細については国土交通省のウエブサイトをご覧ください。」

として、Page 7/8を削除するのが良いのではないかと感じています。
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　2021年度の安全上のトラブル(*)の発生件数は、その他(ウイルス除去剤の機内持ち込み）の
項目が減少し、総数で286件となり、前年度対比で23件減少しました。
　詳細については、8ページ以降の「③主な事例とその対策」をご覧ください。

2021年度の状況２ 行政処分・行政指導 航空事故
・重大インシデント イレギュラー運航 安全上のトラブル

（４）安全上のトラブル

機種別グラフ6/7差し替え
※年度の文字色修正

■国際線　■国内線



②内訳

【航空機構造の損傷】　計7件 (６件)

会社別
の前年
比較

【要確認】
エンジン損傷？故障？
2文目の文章修正
→エンジンが損傷した事例の不具合が6件発

生しました。このうちの2件はBOEING 737-800
型機で2件発生しましたエンジンの故障におい
て逆推力装置の不具合がBOEING 737-800型
機で2件発生しました。でした。その他4件のエ
ンジン不具合については、鳥衝突の影響で出
発地に引き返し及び到着後点検で鳥衝突の痕
跡が確認された事例でした。

【5/13　福津】
昨日梅澤さんに修正をいただき
ましたが、「システムの不具合」
の項目の記載にあっていないの
では？と再度確認依頼中です。

酸素供給　　　計0件 (0件)

③主な事例とその対策　（）内は、2020年度の発生件数

SJO件数修正　
OK(5/19)

(*)SJOは、2021年6月29日〜2022年3月31日までの期間となっています。
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【システムの不具合】　計29件 (19件）

　定例整備中もしくは地上停留中に発見された構造部材の剥離や腐食の修復事例がBOEING737-800
型機で1件、ATR型機で2件、DHC-8-Q400型機で4件発生しました。 

エンジン　　　計6件 (6件)

　詳細については以下のとおりです。 

 　発生した不具合のうち2件は、BOEING 737-800型機で発生した逆推力装置の不具合でした。
その他4件は、鳥衝突の影響で出発地に引き返した事例および到着後の点検で鳥衝突の痕跡が確認
された事例でした。いずれも不具合の原因となった部品の交換などの整備処置および動作確認を
実施し健全性を確認しました。

航法システム　  計0件（3件）

不具合事例は発生しておりません。

不具合事例は発生しておりません。 

2021年度の状況２ 行政処分・行政指導 航空事故
・重大インシデント イレギュラー運航 安全上のトラブル



着陸装置　　　計1件 (4件)
　離陸後、着陸装置格納の不具合が計器上に示されたため、出発空港へ引き返す事例が
BOEING787型機で1件発生しました。原因となった部品の交換などの整備処置および動作確認
の実施により健全性を確認しました。

【非常時に作動する機器などの不具合】　計17件 (15件)

その他の事例につき、これ以外に記載できる
ことはないか再確認

全事例に対する対策がこれで良いか、他に記
載できることはないかなど含め再確認

【5/13　福津】
注釈の位置を項目説明の下に
異動しました。
図は若干縮小しましたがギリギ
リ読める範囲ではないかと思い
ます。

TCAS、GPWSは企業
HPにリンク

(*1)航空機衝突防止装置 (TCAS)

TCASとは、航空機同士が空中で衝突することを防止するために、周囲を飛行する航空機が定められた距離よりも接近してきたと判断した場合、運 航

乗務員に危険を知らせ、自動的に回避指示 (RA)する装置です。 JALグループでは全機に TCASを装備しています。

（正常運航でもTCASが作動する例）航空機 Aは高度31,000フィート(約9,300メートル)を巡航中で、航空機 Bは30,000フィート(約9,000メートル)まで上昇

し、そこから水平飛行に移る予定であり、両機が衝突する恐れはありません。

しかしTCASは、航空機Bが水平飛行に移る予定であることまでは認識できないため、

航空機Bがそのまま上昇を続けて航空機 Aと接近する可能性を排除すべく、両機に

対して安全上の回避指示を行います。

(*2)対地接近警報装置 (GPWS)

航空機が地面や海面に近づいた場合に警報を発する装置です。この装置をさらに発

展させ、ほぼ全世界の地形や空港の位置と周辺の障害物を記憶した

E-GPWS(Enhanced GPWS)がありますが、 JALグループでは全機に E-GPWSを装備してい

ます。

これは、事例周知・注意喚起やマニュアルの見直

しを行うなどの対策を講じることや、機内持ち込み

を制限する危険物に関して、JAL Webサイトにも掲

載しお客さまへの注意喚起などを行った結果、

【SJOデータ追記】5/17 須藤さん
【機器からの指示による急な操作など】　 計40→41件 (35件) 

　対地接近警報装置(GPWS)
(*2)

の作動に関する事例が 5→6件発生しています。GPWSは、飛行経

路と地形特性との関係によって作動することがあります。  

【その他】　計169→171件 (214件)　 

その他の事例が 169→171件発生しました。そのなかで、乗務員の勤務時間管理、訓練管理の不

備、管制機関に提出した飛行計画の不備などの運航規程関係の事例が 24→26件、整備点検の期

限の超過、実施項目の誤りなどの整備規程関係の事例が21件発生しました。  

その
他の
増を
説明

【規定値を超えた運航】　計26件 (20件)
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燃料系統　　　計1件 (1件)
　BOEING737-800型機において、複数あるうちの一部の燃料計が飛行中に一時的に非表示に
なる不具合が発生しました。原因となった部品の交換などの整備処置および動作確認の実施に
より健全性を確認しました。

その他　　　計21件 (5件)
　BOEING737-800型機における航空機衝突防止装置(TCAS)(*)に関する不具合メッセージの
表示事例が5件発生しました。その他の事例については、原因となった部品の交換などの
整備処置を行い、動作確認の実施により健全性を確認しました。

　　発生した17件の不具合に対しては、いずれも不具合部品の交換、機体の点検などの対策を
講じました。 

　運用限界の超過に至った事例が12件、航空交通管制からの指示高度や経路を逸脱する事例が
9件発生しました。その他、飛行データ入力の誤りによる経路の逸脱が4件、一時的な速度超過
が1件発生しました。これらの事例に対して、機体の健全性を確認するとともに、事例周知・
注意喚起などの対策を講じました。 

2021年度の状況２ 行政処分・行政指導 航空事故
・重大インシデント イレギュラー運航 安全上のトラブル

(*)航空機同士が空中で衝突することを防止するために、周囲を飛行する航空機が定められた距離よりも接近してきたと判断した場合、
運航乗務員に危険を知らせ、自動的に回避指示(RA)する装置です。JALグループでは全機にTCASを装備しています。



【機器からの指示による急な操作など】　計41件 (35件)

その他の事例につき、これ以外に記載できる
ことはないか再確認

全事例に対する対策がこれで良いか、他に記
載できることはないかなど含め再確認

(*2)対地接近警報装置(GPWS):航空機が地面や海面に近づいた場合に警報を発する装置です。この装置をさらに発展させ、ほぼ全世界の地形や空港
の位置と周辺の障害物を記憶したE-GPWS(Enhanced GPWS)がありますが、JALグループでは全機にE-GPWSを装備
しています。

【5/13　福津】
注釈の位置を項目説明の下に
異動しました。
図は若干縮小しましたがギリギ
リ読める範囲ではないかと思い
ます。

【その他】　計166件 (214件)　

TCAS、GPWSは企業
HPにリンク

(*1)航空機衝突防止装置 (TCAS)

TCASとは、航空機同士が空中で衝突することを防止するために、周囲を飛行する航空機が定められた距離よりも接近してきたと判断した場合、運 航

乗務員に危険を知らせ、自動的に回避指示 (RA)する装置です。 JALグループでは全機に TCASを装備しています。

（正常運航でもTCASが作動する例）航空機 Aは高度31,000フィート(約9,300メートル)を巡航中で、航空機 Bは30,000フィート(約9,000メートル)まで上昇

し、そこから水平飛行に移る予定であり、両機が衝突する恐れはありません。

しかしTCASは、航空機Bが水平飛行に移る予定であることまでは認識できないため、

航空機Bがそのまま上昇を続けて航空機 Aと接近する可能性を排除すべく、両機に

対して安全上の回避指示を行います。

(*2)対地接近警報装置 (GPWS)

航空機が地面や海面に近づいた場合に警報を発する装置です。この装置をさらに発

展させ、ほぼ全世界の地形や空港の位置と周辺の障害物を記憶した

E-GPWS(Enhanced GPWS)がありますが、 JALグループでは全機に E-GPWSを装備してい

ます。

これは、事例周知・注意喚起やマニュアルの見直

しを行うなどの対策を講じることや、機内持ち込み

を制限する危険物に関して、JAL Webサイトにも掲

載しお客さまへの注意喚起などを行った結果、

【SJOデータ追記】5/17 須藤さん
【機器からの指示による急な操作など】　 計40→41件 (35件) 

　対地接近警報装置(GPWS)
(*2)

の作動に関する事例が 5→6件発生しています。GPWSは、飛行経

路と地形特性との関係によって作動することがあります。  

【その他】　計169→171件 (214件)　 

その他の事例が 169→171件発生しました。そのなかで、乗務員の勤務時間管理、訓練管理の不

備、管制機関に提出した飛行計画の不備などの運航規程関係の事例が 24→26件、整備点検の期

限の超過、実施項目の誤りなどの整備規程関係の事例が21件発生しました。  

その
他の
増を
説明
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　TCASの回避指示(RA)により必要な操作を行った事例が32件発生しました。TCASは、管制指示に
従った正常運航を行っている場合(*1)においても、他機との位置や速度の関係によって作動することが
あります。これらは、機器の指示に従って運航乗務員による適切な操作が行われることで、安全上の
問題が生じない設計となっており、いずれのケースでも、機器の指示に従った適切な操作が行われて
います。
　また、対地接近警報装置(GPWS)(*2)の作動に関する事例が6件発生しています。GPWSは、飛行経路
と地形特性との関係によって作動することがあります。これらは、機器の指示に従って運航乗務員
による適切な操作が行われることにより、安全上の問題は生じない設計となっています。その他に
離陸を中断するなどの事例が3件発生しましたが、いずれのケースでも、機器の指示に従った適切な
操作が行われています。

　危険物の輸送（リチウムイオン電池、冷却材、殺虫剤、ウイルス除去・除菌製品など）に関わる事例
が120件発生しました。JAL Webサイトを通じた機内持ち込み制限品の注意喚起やマニュアルの見直し
などの対策を講じた結果、ウイルス除去剤の機内持ち込みが減少しました。
乗務員の勤務時間管理や訓練管理、飛行計画などの運航管理に関わる事例が22件、整備実施項目や整備
点検間隔などに関わる不具合など整備管理に関わる事例が21件発生しました。これらについては、再度
機体の点検を行うなど安全性の確認を行うと共に事例周知・注意喚起やマニュアルの見直しを行うなど
の対策を講じました。

　TCASの回避指示(RA)により必要な操作を行った事例が32件発生しました。TCASは、管制指示に従っ
た正常運航を行っている場合においても、他機との位置や速度の関係によって作動することがありま
す。これらは、機器の指示に従って運航乗務員による適切な操作が行われることで、安全上の問題が生
じない設計となっており、いずれのケースでも、機器の指示に従った適切な操作が行われています。

　また、対地接近警報装置(GPWS)(*2)の作動に関する事例が6件発生しています。GPWSは、飛行経路と
地形特性との関係によって作動することがあります。これらは、機器の指示に従って運航乗務員による適
切な操作が行われることにより、安全上の問題は生じない設計となっています。その他に離陸を中断する
等の事例が3件発生しましたが、いずれのケースでも、機器の指示に従った適切な操作が行われていま
す。

2021年度の状況２ 行政処分・行政指導 航空事故
・重大インシデント イレギュラー運航 安全上のトラブル

(*1)正常運航でも TCAS が作動する例:航空機 A は高度 31,000 フィート(約 9,300 メートル)を巡航中で、航空機 B は 30,000 フィート(約 9,000 
メートル)まで上昇し、そこから水平飛行に移る予定であり、両機が衝突する恐れはありません。しかし 
TCAS は、航空機 B が水平飛行に移る予定であることまでは認識できないため、航空機 B がそのまま上昇を
続けて航空機 A と接近する可能性を排除すべく、両機に対して安全上の回避指示を行います。

　発生した166件のうち、乗務員の勤務時間管理や、訓練管理、飛行計画等の運航規程に関わる事例が
22件、整備点検の間隔や、実施項目などの整備規程関係の事例が21件発生しました。これらについて
は、事例周知・注意喚起やマニュアルの見直しを行うなどの対策を講じました。さらに整備規程関係の
事例については、事後に整備・点検を実施し、不具合がないことを確認しました。危険物関係の事例(リ
チウムイオン電池、冷却材、殺虫剤、ウイルス除去・除菌製品など)は、JAL WEBサイトを通じた機内持
ち込み制限品の注意喚起やマニュアルの見直しなどの対策を講じた結果、ウイルス除去剤の機内持ち込
みが減少し、危険物関係の項目は合計で120件に減少しました。また、部品脱落事例が1件発生しました
が、他社事例や航空機メーカーの情報を活用し、部品脱落防止への対策を講じています。その他、機体
への部品装着と管制指示に関わる不具合事象が2件発生しました。

危険物の輸送（リチウムイオン電池、冷却材、スプレー缶等）に関わる事例が120件。

JAL WEBサイトを通じた機内持ち込み制限品の注意喚起やマニュアルの見直しなどの対策を講じた結果、

ウイルス除去剤の機内持ち込みが減少しました。

乗務員の勤務時間管理や訓練管理、飛行計画等の運航管理に関わる事例が22件。

整備実施項目や整備点検間隔等に関わる不具合など整備管理に関わる事例が21件。

これらについては、再度機体の点検を行う等安全性の確認を行うと共に事例周知・注意喚起やマニュアルの

見直しを行うなどの対策を講じました。



　JALグループでは、「2021〜2025年度JALグループ中期経営計画」に基づいて中期安全目標を設定し、
達成に向けて取り組んでいます。

安全目標３

　　飛行中の揺れを含む
最新気象情報の共有

　　データに基づく疲労
リスク管理の推進

予測整備の強化 　　安全指標の拡充と安全
情報の分析強化
によるリスク抽出

　　部品脱落防止対策の
強化

　　他社事例の評価と
対策の展開強化

　　内部監査の強化によ
る潜在リスクの抽出

　　ヒューマンファクターズ
の浸透および

分析手法の深化

１.デジタル技術の活用及び情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む

　　安全意識を高めるため
の教育の見直し

　　各職場で事故の教訓を
広める人財の育成

　　継続的なキャンペーン
や教育などの実施

　　パイロットサポート
プログラムの構築

３.航空を取り巻くさまざまな環境変化に社内外と連携して備える

保安検査機器の
高度化

　　業界で一体となった保
安リスク管理活動の

推進

　ドローン事業等に
おける安全基盤の構築

　　災害に対する防災
および事業継続

マネジメントの強化

２.安全を大前提として考え、行動する人財を育成する

目指す姿
安全のリーディングカンパニーとして、

安全の層を厚くし、安全安心な社会を実現する

数値目標の達成状況

航空事故ゼロ・重大インシデントゼロ

行動目標の達成状況

SJOが仲間になった
XXXページ参照
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JALグループ中期経営計画
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1009
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2021年度安全目標の達成状況

目指す姿

数値目標

行動目標

目指す姿

数値目標の達成状況

行動目標の達成状況

目指す姿

１. デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む

安全情報の収集、分析と対策にデジタル技術を活用する

　近年発展するデジタル技術を積極的に安全対策にも活用することで、さまざまな情報収
集の速度と分析力を高める取り組みを実施します。また、社外の安全に関する情報も幅広
く集め、安全対策に活かします。加えて、メーカーとの技術的な検討などにも積極的に関
わり、技術力を高めて対策を強化します。

メーカーにおける技術検討への積極的な関与や他社事例も含めた広範な情報収集
により、主体的かつ網羅的な対策を徹底する

　社外の安全に関する情報も幅広く集め、安全対策に活かします。加えて、メーカーとの
技術的な検討などにも積極的に関わり、技術力を高めて対策を強化します。

２. 安全を大前提として考え行動する人財を育成する

事故の教訓を活かす

　事故を経験した社員が減少し、事故を知らない世代が多くなる中において、事故当時の
経験や気持ち、安全への想いを絶やすことなく次世代へ引き継ぐことで、常に安全を大前
提として行動する人財を育成します。⼆度の事業改善命令を受けるに⾄った飲酒問題につ
いても、教訓から学び、飲酒に対する厳しい集団規範を確⽴することで不適切事例を撲滅
します。 

３. 航空を取りまくさまざまな環境変化に社内外と連携して備える

多様化するテロ等の脅威に備える

　多様化するテロ等の脅威からお客さまや社員を守るために、社外関係組織との連携を
より深めて対策を講じていきます。エアモビリティの健全な発展のためには安全の確保
が不可⽋となるため、安全基盤の構築に向けて取り組みます。また、近年の激甚化する
災害から、お客さまと社員の安全・安⼼を確保するとともに、被害を抑え運航機能を
早期に復旧できるように事前に備えます。

　多様化するテロ等の脅威からお客さまや社員を守るために、社外関係組織との連携をよ
り深めて対策を講じています。

3. 安全目標

11

2022年度安全目標

要確認

どの文言を持ってきたの
か？

確認。
⇒中期経営計画社員資
料がベース。
それを要約したもの。

　 近年発展するデジタル技術を積極的に安全対策にも活⽤することで、さまざまな
情報収集の速度と分析⼒を⾼めていきます。また、社外の安全に関する情報も幅広く
集め、安全対策に活かしていきます。加えて、メーカーとの技術的な検討などにも
積極的に関わり、技術⼒を⾼めて対策を強化します。

　事故を経験した社員が減少し、事故を知らない世代が多くなる中において、事故当時
の経験や気持ち、安全への想いを絶やすことなく次世代へ引き継ぐことで、常に安全を
大前提として行動する人財を育成します。飲酒問題についても、教訓から学び、飲酒に
対する厳しい集団規範を確⽴します。 

(2項意図的に削除したもの)過去に発生した不安全事象を再発させないためには、過去の教訓を活か
すことが重要です。飲酒問題の教訓から学び、飲酒に対する厳しい集団規範を確立することで不適
切事例を撲滅します。また、悩みや不安を一人で抱え込んでしまうことがないように、社員が相談
しやすい環境を整備していきます。

(2020年の3.の原稿)多様化するテロ等の脅威からお客さまや社員を守るために、社外関
係組織との連携をより深めて対策を講じていきます。エアモビリティの健全な発展のた
めには安全の確保が不可⽋となるため、安全基盤の構築に向けて取り組みます。また、
近年の激甚化する災害から、お客さまと社員の安全・安⼼を確保するとともに、被害を
抑え運航機能を早期に復旧できるように事前に備えます。

6/6高画質画像に差し替え済

　近年発展するデジタル技術を積極的に安全対策にも活⽤することで、さまざまな
情報収集の速度と分析⼒を⾼めていきます。また、社外の安全に関する情報も幅広く
集め、安全対策に活かしていきます。加えて、メーカーとの技術的な検討などにも
積極的に関わり、技術⼒を⾼めて対策を強化します。



　航空事故については、目標が0件に対し実績が2件、重大インシデントについては目標0件に対し、
実績が1件(*)となり、目標を達成できませんでした。
詳細は、5ページの「航空事故・重大インシデント」をご覧ください。
(*)この1件(日本航空3653便)は、管制からの着陸許可を受けて滑走路へ進入中に、待機を指示されていた他機が滑走路に進入した事例です。

2021 年度は、以下の3つの行動目標とそれに紐づく 16 施策を実施しました。

（１）2021年度安全目標の達成状況

数値目標の達成状況

行動目標の達成状況

飛行中の揺れによる負傷を防止するため、Wi-Fi通信を利用し
た最新の気象情報や、航路上の揺れに関する情報をリアルタイ
ムで共有する仕組みの導入を進め
ました。
飛行中の揺れによる負傷防止
については、今後さらに踏み
込んだ対策を講じていきます。

運航乗務員の疲労リスクに係わる様々な情報を指標化した
Fatigue Dashboard(疲労管理指標)の作成を完了し、トライアル
運用を開始しました。また、疲労
リスクによる不具合を抑制する
ための疲労評価ソフトによる
リスク管理の実施にむけ、
ソフトウエアの評価を実施しました。

機材品質の向上のため、フライトデータを利用した故障予測ロ
ジックの開発を進めました。また、予測整備に関するAI技術を
活用した新技術について調査・検証しました。
さらに、各グループ航空への展開を
視野に入れ、各社の取り組み状況や
ニーズを把握し、実行計画を策定
しました。

安全管理指標(*1)を策定し、不安全事象を含めた日々の安全活動
を広範にモニターする体制を構築、さらに分析を開始しました。
また、データベースに集約された安全情報から潜在的なリスク
を抽出するために解析技術の調査を進めました。
調査結果から、テキストマイニングに
着手する方針を決定し、導入に向けて
準備を進めました。
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03

02

04

１. デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む

飛行中の揺れを含む最新気象情報の共有 データに基づく疲労リスク管理の推進

予測整備の強化 安全指標の拡充と安全情報の分析強化による
リスク抽出

2021年度 2020年度

航空事故(*1) 2(0.008) 0(0.000)

重大インシデント(*2) 1(0.004) 1(0.006)

年間総運航便数 240,893 181,794

(     )内は1,000便あたりの発生件数
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2021 年度は、以下の3つの行動目標とそれに紐づく16施策を実施しました。

行動目標の達成状況

飛行中の揺れによる負傷を防止するため、Wi-Fi通信を
利用した最新の気象情報や、航路上の揺れに関する情報を
リアルタイムで運航乗務員に
提供する仕組みの導入を
進めました。

運航乗務員の疲労リスクに係るさまざまな情報を指標化
したFatigue Dashboard(疲労管理指標)の作成を完了し、
トライアル運用を開始しました。また、疲労リスクによる
不具合を抑制するための疲労評価ソフトによるリスク管理
の実施にむけ、ソフトウエアの評価を実施しました。

機材品質の向上のため、フライトデータを利用した故障　
予測ロジックの開発を進めました。また、予測整備に　　
関するAI技術を活用した新技術について調査・検証　　　
しました。
さらに、各グループ航空への展開を視野に入れ、各社の
取り組み状況やニーズを把握し、実行計画を策定　　　　
しました。

安全管理指標(*1)を策定し、不安全事象を含めた日々の安全
活動を広範にモニターする体制を構築するとともに、分析
を開始しました。また、データベースに集約された安全　
情報から潜在的なリスクを抽出
するために解析技術の調査を進め
ました。調査結果から、テキスト
マイニングに着手する方針を決定し、
導入に向けて準備を進めました。

01

03

02

04

１. デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む

飛行中の揺れを含む最新気象情報の共有 データに基づく疲労リスク管理の推進

予測整備の強化 安全指標の拡充と
安全情報の分析強化によるリスク抽出

　「航空事故ゼロ・重大インシデントゼロ」という目標に対して、2021年度は、航空事故が2件、重
大インシデントは0件(*)となり、目標未達となりました。
詳細は、10ページの【航空事故・重大インシデント】に記載しています。
(*)日本航空3653 便に関する重大インシデントについては JALグループ便の問題点は指摘されていないため、数値目標対象件数から除外。

安全目標３ 2021年度安全目標の達成状
況 2022年度安全目標安全目標３ 2021年度安全目標の達成状況 2022年度安全目標

PHOTOGRAPHY BY SACHIE ABIKO

要確認

目標 実績

航空事故(*1) ０ 2

重大インシデント(*2) ０ 1

目標：航空事故ゼロ・重大インシデントゼロ
実績：航空事故2件、重大インシデントは0件(*)となり、目標未達
詳細は、5ページの「航空事故・重大インシデント」をご覧ください。
(*)日本航空3653 便に関する重大インシデントについては JALグループ便の問題点は指摘されていないため、数値目標対象件数から除外。

目標：航空事故ゼロ・重大インシデントゼロ
実績：航空事故2件、重大インシデントは1件(*)となり、目標未達
詳細は、5ページの「航空事故・重大インシデント」をご覧ください。
(*)この内1件(日本航空3653便)は現時点でJAL グループ側の問題点は指摘されていません。

【6/3 堤さんBRF後】
（＊）の記述を
～他機の侵入によりを追記する。
「2022年1月8日、日本航空3653便(福岡空港発  鹿児島空港行、日本
エアコミューターが運航 )が管制からの着陸許可を受けて滑走路へ進入
中に、滑走路手前で待機するように指示されていた他機が滑走路に進
入する事例」



部品脱落防止に向けた改修の推進や、部品脱落兆候の
ハザードマップの活用、機体整備後の部品脱落防止の　　
ための点検強化など、さまざまな施策に取り組み、
CAT I・II(*2) の発生件数は前年度対比
で大幅に減少しました。今後、部品
脱落データベースのさらなる活用や
エンジン不具合対策の強化など着実に
施策を進めていきます。

他社で発生した不安全事象を、
自社の安全性向上につなげるため、
他社の事故調査報告書や義務報告
事例の評価を開始しました。

日常業務に潜む不安全事象の芽を摘み取るため、従来の
基準適合性監査に加え、仕組みの有効性を評価する内部
監査制度の構築に向けた調査を開始しました。

ヒューマンエラー分析手法(HFACS)(*3)の活用を促進する　
ため、ワークショップや教育を開催しました。また、過去
のヒューマンエラー要因を統計的に分析し、対策へと　　
繋げるため、分析結果のデータベース化を開始しました。
さらに、ヒューマンエラーの背景要因を幅広く特定するた
め、当事者に対して聞き取りを行うインタビュワー育成　
プログラムを構築し、運用開始の準備を整えました。

05 06

07 08

部品脱落防止対策の強化 他社事例の評価と対策の展開強化

内部監査の強化による潜在リスクの抽出 ヒューマンファクターズの浸透
および分析手法の深化
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過去の事故の教訓を確実に継承し、社員が高い安全意識を
持ち続けるための安全意識教育を実施するとともに、
三現主義(*4)教育について、キャリアの節目に焦点を当てた
見直しに着手しました。また、自ら考え行動する人財を
育成するため、異業種交流安全
セミナーなど自主的に参加できる
教育プログラムを拡充しました。

事故の教訓を広める人財を育成するため、慰霊登山や
安全啓発センターの運営に、現場で働く社員を含め
さまざまな職種が参画し、過去の
事故などの教訓を伝承する
取り組みを開始しました。

JALグループでは安全を大前提に考える組織文化の醸成に
努め、特に飲酒問題に重点を置いて取り組みました。
意識と知識の両面からの改革を進め、意識面では、全社員
対象のJALグループ独自のキャンペーンの展開、定期航空
協会と連携した航空業界全体を対象とする適正飲酒に
関する講演会の開催や役員との直接対話による継続的な
意識改革を行いました。知識面の深化に向けた取り組み　
として、アルコールに関する正しい知識を再確認するため
の教育、専門家による講習会を開催しました。
また、検査体制の強化として、顔認証技術を用いた新検査
システムによる一層の厳格化を広く展開し、検査体制の
再点検を行うなど、飲酒に対する厳しい集団規範を確立　
するための基盤作りとして仕組みの強化を図りました。
さらには、運航乗務員の良好なメンタルヘルスを維持する
ための取り組みの一環として「パイロットサポートプログ
ラム(右記12)」を構築しました。
これらの取り組みを進めることで、安全を大前提として
考え行動する組織文化の醸成と人財の育成に努めました。
なお、2019年10月以降、アルコール検知事例は発生して
いません。

不規則な勤務や特殊な職場環境で仕事をする運航乗務員の
心身の健康をサポートするため、プライバシー保護下で悩
みや不安を打ち明けることのできる仕組み（JAL Peer 
Support Program）を構築し、
トライアル運用を開始しました。
その効果が認められたことから、
JALでの本格運用およびグループ
航空の展開を視野に入れた準備を
開始しました。

09 10
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２. 安全を大前提として考え行動する人財を育成する

安全意識を高めるための教育の見直し 各職場で事故の教訓を広める人財の育成

継続的なキャンペーンや教育などの実施 パイロットサポートプログラムの構築

安全目標３ 2021年度安全目標の達成状況 2022年度安全目標

要確認

2019年に受けた事業改善命令にて命じられた措置に対して、アルコール検査の厳格化、全社員
を対象とした意識啓発キャンペーンの実施や依存症に関する専門家による講習会の開催および
教育や役員との直接対話による継続的な意識改革を行いました。また、サポートプログラムの
充実を図り、これらの取り組みを進めることで再発防止と飲酒に対する組織文化の浸透に努め
ました。なお、事業改善命令以降、アルコール検知事例は発生していません。
アルコール検査の厳格化
　顔認証技術を用いた新検査システムを広く展開し、検査の一層の厳格化を図りました。
継続的な意識改革

　JALグループ独自の取り組みに加えて、定期航空協会と連携して航空業界全体を対象とした適
正飲酒に関する講演やキャンペーンを実施しました。
サポートプログラムの充実

　不規則な勤務や特殊な職場環境で仕事をする運航乗務員が、さまざまな悩みを抱え込まずに
問題が大きくなる前に解決できるよう、プライバシー保護下で安心して相談し、サポートを受
けることができるプログラムのトライアル運用を行いました。

6/1時点原稿

修正案③

実際にやったことの実績を追記して枠の大きく目立たせる。実際
にやったことの内容を具体的に記述する。検査体制など表題に
とらわれず飲酒対応の内容であることがわかる記述にする。 11
番の箱はおおきく。12番の箱はそのまま。

【重要なポイント】
①外だしだと重複感
②投資家に対して説明するために は事業改善命令に対しての
対応をしっかりと実施していることを説明するためのパートした
い（菊山）

飲酒に対する厳しい集団規範の確
立に向け、過去の検知事例やアル
コールに関する正しい知識を再確
認するための教育の実施や適正飲
酒に関する講演、キャンペーン等
を開催しました。
また、アルコール検査の失念を防
ぐため、ヒヤリハットを収集し、
検査体制の有効性の点検を実施し
ました。

2019年度に飲酒問題に関して受けた事業改善命令にて命
ぜられた措置に対する対応として、安全を大前提として考
え行動する人財を育成するための仕組みの構築や整備、継
続的な意識啓発に取り組みました。
顔認証技術を用いた新検査システムを広く展開し、検査の一
層の厳格化を図りました。
飲酒に対する厳しい集団規範の確立に向け、過去の検知事
例やアルコールに関する正しい知識を再確認するための教
育の実施や適正飲酒に関する講演、キャンペーン等を開催
しました。
また、アルコール検査の失念を防ぐため、ヒヤリハットを
収集し、検査体制の有効性の点検を実施しました。なお、
事業改善命令以降、アルコール検知事例は発生していませ
ん。

【2019年度に受けた事業改善命令にて命じられた措置に
対する対応】
アルコール検査の厳格化
顔認証技術を用いた新検査システムを広く展開し、検査の一
層の厳格化を図りました。
継続的な意識改革
JALグループ独自の取り組みに加えて、定期航空協会と連携
して航空業界全体を対象とした適正飲酒に関する講演やキャ
ンペーンを実施しました。
サポートプログラムの充実
不規則な勤務や特殊な職場環境で仕事をする運航乗務員が、
さまざまな悩みを抱え込まずに問題が大きくなる前に解決で
きるよう、プライバシー保護下で安心して相談し、サポート
を受けることができるプログラムのトライアル運用を行いま
した。

2019年度の飲酒問題に対する事業改善命令にて命ぜられ
た措置への対応として、安全を大前提として考え行動する
人財を育成するための仕組みの構築や整備、継続的な意識
啓発に取り組みました。
顔認証技術を用いた新検査システムを広く展開しアルコール
検査の一層の厳格化を図るとともに、検査の失念防止のため
に検査体制の再点検を実施しました。
また、全社員を対象としたJALグループ独自の意識啓発
キャンペーンの展開に加えて、定期航空協会と連携して航
空業界全体を対象とした適正飲酒に関する講演などを実施
しました。加えて、過去の検知事例やアルコールに関する
正しい知識を再確認するための教育、依存症に関する専門
家による講習会の開催および役員との直接対話による継続
的な意識改革を行いました。
さらに、サポートプログラム(右記12「パイロットサポー
トプログラムの構築」)の充実を図りました。
これらの取り組みを進めることで飲酒問題の再発防止と安
全を大前提として考え行動する組織文化の浸透に努めまし
た。なお、事業改善命令以降、アルコール検知事例は発生
していません。

https://www.jal.co.jp/jmb/corr_good
s/

JALグループでは飲酒に対する組織文化の醸成に特に重点
を置いて取り組んできました。
全社員対象のJALグループ独自の意識啓発キャンペーンに
加えて、定期航空協会と連携して航空業界全体を対象とし
た適正飲酒に関する講演などを実施しました。
また、アルコールに関する正しい知識を再確認するための
教育、専門家による講習会の開催および役員との直接対話
による継続的な意識改革を行いました。
さらに、顔認証技術を用いた新検査システムを広く展開
し、アルコール検査の一層の厳格化を図るとともに、失念
防止のための検査体制の再点検を行うことで、飲酒に対す
る厳しい集団規範を確立する仕組みの強化を図りました。
加えて、サポートプログラム(右記12「パイロットサポー
トプログラムの構築」を参照)の充実を図りました。
これらの取り組みを進めることで飲酒問題の再発防止と安
全を大前提として考え行動する組織文化の浸透に努めまし
た。なお、2019年10月以降、アルコール検知事例は発生
していません。

継続的なキャンペーンや教育などの実施

安全を大前提として考え行動する人財を育成する取り組み
の中で、2019年度の飲酒問題に対する事業改善命令にて
命ぜられた措置への対応として、飲酒に対する組織文化の
醸成に重点を置いて取り組みました。
全社員を対象としたJALグループ独自の意識啓発キャン
ペーンの展開に加えて、定期航空協会と連携して航空業界
全体を対象とした適正飲酒に関する講演などを実施しまし
た。また、過去の検知事例やアルコールに関する正しい知
識を再確認するための教育、依存症に関する専門家による
講習会の開催および役員との直接対話による継続的な意識
改革を行いました。
さらに、これらを基盤とする文化醸成のための仕組みの強
化として顔認証技術を用いた新検査システムを広く展開し、
アルコール検査の一層の厳格化を図るとともに、失念防止の
ための検査体制の再点検を行いました。加えて、サポート
プログラム(右記12「パイロットサポートプログラムの構
築」を参照)の充実を図りました。
これらの取り組みを進めることで飲酒問題の再発防止と安
全を大前提として考え行動する組織文化の浸透に努めまし
た。なお、事業改善命令以降、アルコール検知事例は発生
していません。

（6/7山西さんコメント反映版（案））

JALグループでは安全を大前提に考える組織文化の醸成に
努め、特に飲酒問題に重点を置いて取り組みました。
意識と知識の両面からの改革を進め、意識面では、全社員
対象のJALグループ独自のキャンペーンの展開、定期航空
協会と連携して航空業界全体を対象とする適正飲酒に関す
る講演や役員との直接対話による継続的な意識改革を行い
ました。知識面の深化に向けた取り組みとして、アルコー
ルに関する正しい知識を再確認するための教育、専門家に
よる講習会を開催しました。
また、検査体制の強化として、顔認証技術を用いた新検査
システムによる一層の厳格化を広く展開し、検査体制の再
点検を行うなど、飲酒に対する厳しい集団規範を確立する
仕組みの強化を図りました。
さらには、運航乗務員の良好なメンタルヘルスを維持する
ための取り組みの一環として「パイロットサポートプログ
ラム(右記12)」を構築しました。
これらの取り組みを進めることで、安全を大前提として考
え行動する組織文化の浸透に努めました。なお、2019年
10月以降、アルコール検知事例は発生していません。

【6/7　山西さんコメント】 

全般的にですが、 

意識改革 

知識の深化 

検査体制強化 

依存症対策（←直接的な表現が難しければ「パイロットの心身（精神面、メ

ンタルヘルス？）の健康をサポートするプログラム」など） 

 

といったキーワードが各文の先頭に出てくるとよいなと感じました。 

 

1パラ目 

飲酒に対する組織文化 

⇒もう少し良い言い方ありませんかね？「飲酒」だけだと足りない印象で

す。 

 

取り組んできました⇒取り組みました？ 

他も取り組んできましたと結んでましたっけ？ 

 

3パラ目ですが、知識を言っているところから役員対話で意識改革になって

いて、2パラ目の意識啓発と混ざっている印象になっていませんかね？ 

4パラ目のサポートプログラムは分けても良い気がします。 



３. 航空を取りまくさまざまな環境変化に社内外と連携して備える

国内空港において、高度化した保安検査機器への更新を
進めるとともに、国際線では羽田・成田で顔認証システム
の運用を開始しました。さらには、航空局・メーカーと
連携しAI技術を活用した保安検査機器の実証実験を開始
しました。また、3月10日より本施行
となった改正航空法への対応として、
官民連携した周知活動や指示権限
付与職員等への教育・指名手続き等を
実施しました。

多様化するテロの脅威への備えとして、国内他社と保安
リスク管理に関わる情報交換を定期的に行い、共通課題に
ついて連携して活動しました。国際情勢については保安
情報機関や海外他社などから幅広く情報収集を行い、
リスク評価に活用しました。さらにはサイバーテロに
対しても会社全体でセキュリティーの強化に取り組んで
います。

航空の経験をもとに、ドローンの飛行における
リスクシナリオを洗い出し、リスク評価を行いました。
また、航空局主導の制度設計に関わるワーキンググループ
などの委員会に参画し、委員会において飛行の安全確保
に関わる要件を取りまとめました。

災害発生時の被害を抑え、早期復旧を実現できるよう
四半期ごとに災害に対する防災および事業継続
マネジメントを強化するための定期的な訓練を実施
しました。

15 16

1413 保安検査機器の高度化 業界で一体となった
保安リスク管理活動の推進

ドローン事業等における安全基盤の構築

(*1)安全管理指標: Safety Performance Indicator（SPI）
(*2)CATI（カテゴリーI）：大きさ（面積）が1000㎠以上又は重量1kg以上の部品（材質によらず）

CATII（カテゴリーII）：大きさ（面積）が100㎠以上1000㎠未満又は重量が0.2kg以上1kg未満の非金属部品若しくは重量が0.1kg以上1kg未満の金属部品
等。また、長さ100㎝以上のラバーシール、ライト類の全損については重量・材質・大きさによらずカテゴリーIIとして取り扱う。

(*3)ヒューマンエラー分析手法(HFACS):Human Factors Analysis and Classification System
(*4)三現主義:安全アドバイザリーグループの畑村洋太郎氏が提唱する、現地（事故現場）に行き、現物（残存機体、ご遺品等）を見て、現人（事故に関わった

方）の話を聞くことで物事の本質が理解できるという考え方。

14

安全目標３ 2021年度安全目標の達成状況 2022年度安全目標

災害に対する防災および事業継続
マネジメントの強化

細かすぎない、本質的な
記述に修正

すべてのお客さまに安心してご利用いただくた
め、徹底した感染症対策「JAL FlySafe」の取
り組みを進めました。国内線では、スピー
ディーかつ非接触でのお手続きが可能な「JAL 
SMART AIRPORT」の展開（新千歳・羽田・伊
丹・福岡・那覇の５空港）を完了しました。ま
た、国際線では、スムースな出入国手続きを可
能にする検疫書類の事前登録アプリ
「VeriFLY」を導入するなど、最新技術を活用
した非接触化・自動化を進めました。
（取り組みの詳細についてはJAL WEBサイトに
記載しています。）　

その他の取り組み

２．コロナ禍での安心に向けた取り組み1. 2019年に受けた事業改善命令への対応

2019年に受けた事業改善命令にて命じられた措置
に対して、アルコール検査の厳格化、全社員を対象
とした意識啓発キャンペーンの実施や依存症に関す
る専門家による講習会の開催および教育や役員との
直接対話による継続的な意識改革を行いました。ま
た、サポートプログラムの充実を図り、これらの取
り組みを進めることで再発防止と飲酒に対する組織
文化の浸透に努めました。なお、事業改善命令以
降、アルコール検知事例は発生していません。

https://www.jal.co.jp/jp/ja/info/2020/other/flysafe/


　 2022年度も引き続き「航空事故ゼロ・重大インシデントゼロ」を数値目標に掲げ、以下を重点に取
り組みます。

1. デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む

01 02

03 04

05 06

07 08

【5/13 福津】

定められた仕組みの有効性を評価するた
めの規定と監査基準の設定を行い、

の部分がわかりにくい

(*)Safey2：人が環境の変化に柔軟に対応することで安全を守る機能が維持されるという考え方。人の失敗の数を減らすという従来の考え方（Safety1） 
に対し、Safety2では成功の数を増やすことで安全性を高めていく。

飛行中の揺れを含む最新気象情報の共有 データに基づく疲労リスク管理の推進

予測整備の強化 安全指標の拡充と安全情報の分析強化によるリスク抽出

・航路上の揺れに関する情報をリアルタイムで自動的
に共有する仕組みを拡大

・揺れによる負傷を防ぐための対策を強化

・運航乗務員の疲労リスクを指標化
・疲労評価ソフトの導入による評価の実施
・疲労リスクによる不具合の抑制

・新技術を活用した予測整備の拡充による機材品質の向上 ・安全に係る情報の指標化と共有
・集約した安全情報の解析技術を用いた分析
・潜在的な安全リスクの抽出

部品脱落防止対策の強化 他社事例の評価と対策の展開強化

内部監査の強化による潜在リスクの抽出 ヒューマンファクターズの浸透および分析手法の深化

・部品脱落データベースのさらなる活用
・エンジン不具合対策の強化

・他社の不安全事象に関するさらなる情報収集
・未然防止のためのリスク評価と対策の実施

・社外調査結果に基づく有効性評価ための規定と監査
基準の設定

・潜在する不安全事象抽出のための有効性監査の実施

・分析結果のデータ化と統計的な分析の実施
・インタビュワー育成プログラムの開始
・Safety2(*)に関する調査の開始

09 10安全意識を高めるための教育の見直し 各職場で事故の教訓を広める人財の育成
・自主参加型の教育プログラムの拡充
・階層別教育の新プログラム開始
・安全文化を学び実践するための取り組みの実施

・慰霊登山や安全啓発センター運営に参画する組織の
対象拡大

11 12

13

継続的なキャンペーンや教育などの実施 パイロットサポートプログラムの構築
・アルコールに関する意識・知識教育の実施
・キャンペーンの継続的な実施
・飲酒に対する厳しい集団規範の確立

・JPSP (JAL Peer Support Program）のグループ
航空会社への展開

・安全性に影響を与える組織課題の特定と解決に
向けた取り組みの開始

・グループ航空の組織課題に対する取り組みと支援

グループ航空の組織課題に対する取り組み

 

14 15

16 17

保安検査機器の高度化

・高度化された保安検査機器への更新を継続
・AI技術の検査への活用に関する実証実験への参加

・実証飛行における機体・操縦・運航の管理とデータに基づく
リスク評価

・JALのノウハウを活かした高い安全性を確保する体制の構築

業界で一体となった保安リスク管理活動の推進

・社外の保安関係者と連携したリスク管理の実施
・迅速に判断・対処するための情報収集体制の拡充

ドローン事業等における安全基盤の構築 災害に対する防災および事業継続マネジメントの強化

・災害発生時の被害抑制、早期復旧のための防災
訓練などを継続実施

2. 安全を大前提として考え行動する人財を育成する

3. 航空を取り巻くさまざまな環境変化に社内外と連携して備える

1. デジタル技術の活用および情報収集の拡充、分析の深化、対策の徹底に取り組む

2. 安全を大前提として考え行動する人財を育成する

3. 航空を取り巻くさまざまな環境変化に社内外と連携して備える

ピクトグラム
https://icooon-mono.com/15681-%e5%88%86%e6%9e%90%e
3%82%a2%e3%82%a4%e3%82%b3%e3%83%b3/

128 ,JPEGでダウンロード
色は黒
使用した画像は共用ドライブない格納

B案
枠線なし
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（２）2022年度安全目標 安全目標３ 2021年度安全目標達成状況 2022年度安全目標

安全目標３ 2021年度安全目標の達成状況 2022年度安全目標

　 2022年度も安全のリーディングカンパニーとして、安全安心な社会の実現を目指し、「航空事故ゼ
ロ・重大インシデントゼロ」を数値目標に掲げ、「デジタル技術と情報の活用」「安全人財の育成」
「航空を取り巻く環境変化への対応」を重点に以下の行動目標の達成に向けて取り組みます。

　数値目標「航空事故ゼロ・重大インシデントゼロ」および以下の行動目標に取り組みます。

https://icooon-mono.com/15681-%e5%88%86%e6%9e%90%e3%82%a2%e3%82%a4%e3%82%b3%e3%83%b3/
https://icooon-mono.com/15681-%e5%88%86%e6%9e%90%e3%82%a2%e3%82%a4%e3%82%b3%e3%83%b3/


経営

各部門 安全推進本部

（１）安全管理の方針

　安全管理システムは、「安全の方針と目標」、「安全に係るリスクの管理」、「安全の
保証」および「更なる安全性の向上のための取り組み」の4つの柱から成り立っています。
JALグループでは、経営が安全方針を表明し、各社にて周知するとともに、当年度の安全
目標を設定し、経営を含むJALグループ全社員が一体となって安全管理システムに基づき
業務を遂行することによって航空の安全の維持、向上を図っています。

各部門
　部門レベルで安全管理システムの運営を推進
し、運営、改善状況を経営および安全推進本部
へ報告しています。PDCAサイクルを回した
結果や、経営、安全推進本部からの指示を
受け、改善につなげています。

経営
　グループ安全対策会議において、安全管理の
方針を策定し、安全目標の達成状況、安全監査
の結果、安全施策の進捗状況、重大な事故・
トラブルの発生状況および予防処置・再発防止
処置状況などの報告を受け、経営として必要な
対応を決定し、実行を指示することで安全管理
システムを運営しています。

安全推進本部
　全グループレベルで安全管理システムの運営
を推進しています。その結果や、経営からの
指示、各部門からの報告を受け、改善につなげて
います。また、安全管理システムの運営、改善
状況を経営へ報告する他、各部門の課題を
抽出し、改善を指示しています。

CheckAction

Plan Do

CheckAction

Plan Do

CheckAction

Plan Do

４. 安全管理システム

　JALグループでは、関係法令等、国際基準の定めに従って、安全に係る規程および業務
基準・手順等を定めて文書化しています。また、それらを関係する社員に確実に周知する
体制を整備しています。

①安全管理システムの運営方針

②規程類の設定および管理

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施
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　さらに、高い安全水準を確保するために、経営、各部門、安全推進本部において安全に
関するPDCAサイクルを確実に回し、それらを有機的に結びつけることで、安全管理システム
を機能させ継続した改善を行っています。

　また、安全を管理するために必要な方針、体制、実施及び管理の実施を含む安全管理システムを構
築しており、各社の安全管理規程に定めています。

　JALグループは、企業理念のもと、安全を管理をする上での基本方針をより具体的に示すた
め、「安全憲章」を制定しています。JALグループ全社員は、安全憲章を記した安全カードを携
行し、一人ひとりがこの憲章に則り、航空のプロフェッショナルとして日々の業務を遂行してい
ます。

安全管理の方針＝安全憲章（暗然管理規
程による）→問題ないと考える
2章の１安全宣言

SSPで表現している言葉を引用している。
２－２安全管理システムの運営方針。

さらに～を安全管理の方針にマージす
る？

　JALグループは、企業理念のもと、安全の基本方針として、「安全憲章」を制定していま
す。この方針は、安全に関する経営トップのコミットメントとして、航空法に基づき安全管
理規程に定め、国土交通大臣に届出を行っています。

JALグループ全社員は、安全憲章を記した安全カードを携行し、一人ひとりがこの憲章に則
り、航空のプロフェッショナルとして日々の業務を遂行しています。

　JALグループは、企業理念のもと、安全の基本方針として、「安全憲章」を制定し、安全管理
規程に定めています。
　経営トップから第一線の社員までの一人 一人は、この憲章に則り、安全管理の考え方と方針を
正しく理解し、日々の業務を遂行しています。

2文目は安全宣言からの抜粋

　　安全宣言　【安全管理規程】
経営トップから第一線の社員までの一人一人は、以下の「安全憲章」に則り、本規程に定められた
安全管理の考え方と方針を正しく理解し、業務を遂行する。



ANAの報告書引用

 安全に関する説明責任

　安全に係わる最終責任は社長が有しています。安全に係わる最終責任には、「航空運送に関わる
組織の体制」、「安全管理システムの実行および維持」「安全に対するリスクを管理するために必要
なリソースの確保」「法令および会社規程の遵守」などの権限および説明責任が含まれています。
（安全管理の体制や組織、会議体については、19~30ページにてご確認いただけます)

 （２）安全管理の体制

情報提供という項目での記載のため、少
し異なりますが、参考までに

 マネジメントの関与

 安全に関わる責任者の指名

　航空法第103条の2に基づき、各グループ航空会社は「安全統括管理者」を選任して　　　
います。安全統括管理者は、安全管理体制を統括的に管理する責任と権限を有し、安全施策や
安全投資などの重要な経営上の意思決定への関与や、安全に関する重要事項の社長への　報告
を行っています。安全統括管理者は各社社長により選任されています。

各グループ航空会社の安全統括管理者は以下のとおりです。
（2021年4月1日～2022年3月31日）

会社名 安全統括管理者

日本航空 代表取締役社長執行役員　　赤坂　祐二

ジェイ・エア 常務取締役　　　　　　　　黒野　浩太郎

日本トランスオーシャン航空 取締役常務執行役員　　　　大城　善信

日本エアコミューター 取締役　　　　　　　　　　冨田　史宣

琉球エアーコミューター 常務取締役　　　　　　　　小室　宗誠

北海道エアシステム 執行役員　　　　　　　　　吉田　聡

ZIPAIR Tokyo 取締役　　　　　　　　　　吉澤　賢一

スプリング・ジャパン 取締役副社長　　　　　　　進　俊則

ANA グループでは、「ANA グループ安
全理念」に基づき、事業年度毎に安全
目標を設定し、目標を実現
するための施策とその達成度ならびに
期限を定め、各職場の業務に反映して
います。これらにより安全に関する
重要な課題を解決し、安全の維持向上
を図っています。

　JALグループ全体で均等かつ高い安全レベルを維持するため、日本航空を含む各グループ航空
会社は、グループ安全対策会議で確認された共通の方針のもと、安全管理を行っています。
また、グループ安全対策会議の下部会議体として、グループ航空安全推進委員会を設置し、
各本部間および各グループ航空会社間の安全に係る連携の維持・強化を図っています。
　各会議体については、18ページ以降の「④各グループ航空会社の安全管理体制」を参照
ください。

運航
本部長

運航安全
推進部長

 

整備
本部長

空港
本部長

整備
管理部長

空港
企画部長

安全推進
本部長

JAL
議長

委員長

議員

グループ
航空安全

推進委員会

グループ
安全対策会議

社長

安全統括
管理者

オペレーション
本部長

オペレーション
安全・品質
推進部長

客室
本部長

客室安全
推進部長

貨物郵便
本部長

業務
部長

各本部
安全委員会

アルコール対策
特別委員会

各本部
アルコール対策

専門部会

委員長

グループ航空会社
J-AIR/JTA/JAC/RAC/HAC/ZIP/SJO

議員

委員

社長

安全担当役員

安全統括
管理者

アルコール対策特別委員会
（名称は会社により異なる）

安全委員会
（名称は会社により異なる）

安全管理に係る体制図

③安全統括管理者

　安全管理システムを遂行するにあたり、安全に係る最終責任は各社社長が有しています。
各社社長は、安全方針を表明し、社内へ浸透させるとともに、安全管理システムが有効に機能
するために必要な資源の確保などを行っています。

●安全に係わる最終責任
●安全に関する会社の基本方針の公約および社内への浸透
●安全統括管理者の選任　等

②社長

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施

安全管理規程P.16に沿って文章化すべきか、 ANAの社長パートの書きぶりを真似るか悩んでいます。
安全方針の表明と周知がこちらで記載できれば、 SMSフレームワークの 1.1経営の責任がカバーできるか
と考えています。5/28佐々木
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①安全管理の体制



　a.日本航空

（組織・人員は2022年3月31日時点　ただし休職者は除く）

(*1)整備部⾨は、JALエンジニアリングに在籍する社員を含めて4,333名となります。(「航空機の整備に関する業務の委託状況」については
27~28 ページをご参照ください)

(*2)空港部⾨は、JALスカイならびにJALグランドサービスなどのグループ会社11社に在籍する社員を含めて8,695名となります。
(*3)貨物郵便部⾨は、JALカーゴサービスなどのグループ会社6社に在籍する社員を含めて1,442名となります。

人数 主な所属先 備考

運航乗務員 2,277名 運航本部

整備士 136名(*4) 整備本部 うち、有資格整備士(*5)は110名

客室乗務員 6,183名 客室本部

運航管理者 83名(*6) オペレーション本部

(*4)整備従事者は、JALエンジニアリングに在籍する社員を含めて3,083名、うち有資格整備士は1,757名となります。
(*5)整備士の資格とは、国家資格としての「一等航空整備士」、「一等航空運航整備士」、「航空工場整備士」を指します。
(*6)運航管理者は、JALスカイなどに在籍する社員を含めて83名となります。

 

安全推進本部

運航安全委員会 整備安全委員会 客室安全委員会 空港安全委員会 オペレーション
安全委員会

運航本部

運航安全推進部

   

グループ
航空安全推進委員会 

グループ安全対策会議 

2,610名 147名(*1) 6,190名 728名(*2) 311名

整備本部 客室本部 空港本部 オペレーション本部

整備管理部 客室安全推進部 空港企画部 オペレーション
安全・品質推進部

44名（本部の内数） 16名（本部の内数） 14名（本部の内数） 62名（本部の内数） 16名（本部の内数）

63名

社　　長

安全統括管理者

貨物安全委員会

450名(*3)

貨物郵便本部

業務部

15名（本部の内数）

アルコール対策専門部会

アルコール対策
特別委員会 

④各グループ航空会社の安全管理体制
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（a）安全管理の体制

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施



生産本部内の安全に関わる会議体
(運航安全委員会・整備安全委員会・客室安全委員会・空港安全委員会・オペレーション安全委員会・貨物安全委員会)
　安全に関わる生産本部内の連携強化を図るとともに、生産本部内の安全に関わる方針の決定など
を行うために設置しています。

安全推進本部
日本航空とJALグループ全体の安全性向上のための統括責任を担います。

運航・整備・客室・空港・オペレーション・貨物郵便　各本部
　運航に必要なそれぞれの機能を担当する各生産本部の長は、各生産本部内の安全に関わる
委員会の委員長を務め、指揮下の安全に関わる業務についての総合的判断、および決定を行うと
ともに、社長ならびに安全統括管理者への報告を行います。

　JALグループでは、日常運航の実態を把握し、発生した事象の情報に基づいて、各機能・組織
が連携して必要な改善を行うため、安全に関わる各種会議体を設置しています。

グループ航空安全推進委員会
　グループ安全対策会議の下部会議体として、各本部間およびグループ航空会社間の安全に
係る連携の維持・強化を図ることでグループ全体の航空運送における安全性を向上させる
ことを目的として、日本航空安全推進本部長(委員長)、委員長が指名する日本航空の安全管理
担当部門長、および各グループ航空会社の安全統括管理者または安全担当役員をもって構成
される会議体です。

【5/13　福津】
各会議体の「主な役割」を
削除し2枚→1枚に集約した
版です。
ORGはスキップスライドで
す。
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（c）安全管理の組織

（d）安全に関わる会議体

総務本部
　総務本部では発災時での被害軽減・拡大防止、業務活動の維持や早期回復を図ることを目的
として自然災害への対応を災害対策規程に定めています。火災・爆発、風水害、雪害等の
自然災害、地震および地震に伴い発生する津波、噴火、その他の異常な現象などの災害に
ついて、社員、旅客、訪問者ならびに役員の安全、およびJALグループが管理する資産の保全の
ために、災害に対する防災および発生時の対応を定めることで、安全性向上につなげています。

グループ安全対策会議
　グループの理念・方針に基づき、グループ全体の航空安全を確保し、安全管理を推進すること
を目的として、日本航空社長(議長)、安全統括管理者、議長が指名する役員と、グループ航空
会社社長で構成される会議体です。

アルコール対策特別委員会
　運航乗務員および客室乗務員、整備従事者、運航管理者、空港内運転者に係るアルコール
リスクの全社的な管理を目的として、日本航空安全統括管理者(委員長)、日本航空の安全推進
本部長、および運航・客室・整備・空港・オペレーション・貨物郵便本部長等で構成される
会議体です。

アルコール対策専門部会
　アルコール対策特別委員会の下部会議体として、運航・客室・整備・空港・オペレーション・
貨物郵便本部における情報収集と分析、対策の実行と実施状況の監視等を目的として、各本部長
が部会長を務め本部内の安全管理担当部門および関係部門、安全推進本部で構成される会議体
です。

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施



b.ジェイ・エア

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

人数 主な所属先 備考

運航乗務員 305名 ERJ運航乗員部

客室乗務員 288名 客室乗員部

運航管理者 41名 空港・オペレーション部 日本航空と共用

(*)2016年4月より、整備業務の管理をJALエンジニアリングに委託しています。

  

運航部門  整備管理部 客室乗員部  空港・オペレーション部

社　　長

357名

安全推進部 

1名 290名 9名

3名

安全統括管理者

航空安全推進委員会

アルコール対策特別委員会

安全企画会議

アルコール対策専門部会

（c）安全管理の組織

安全方針と
安全目標

安全リスク管理

安全保証 安全推進
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 （a）安全管理の体制

（d）安全に関わる会議体

航空安全推進委員会
　社長が委員長を務め、安全統括管理者、常勤役員、安全管理に関わる部門長をメンバー
として、航空安全に関わる全社的企画の立案、総合調整、勧告･助言を行っています。
また、社長や安全担当者は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、緊密な連携と情報共有
を図るとともに、入手した情報などを社内に周知します。

安全企画会議
　航空安全推進委員会の下部機関として、各部門社員で構成され、部門間の連携により安全性
向上のために必要な施策の検討・調整を行い、安全施策の推進を図ることを目的としています。

アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の抜本的な再構築の一環として、未然防止を体系的かつ組織的に推進するため、
安全統括管理者の責任と権限のもとで運営しています。

安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施



アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の抜本的な再構築の一環として、未然防止を体系的かつ組織的に推進するため、
安全統括管理者の責任と権限のもとで運営しています。

c.日本トランスオーシャン航空

人数 主な所属先 備考

運航乗務員 150名 運航部門

整備士 179名 整備部門 うち、有資格整備士は119名

客室乗務員 261名 客室部門

運航管理者 16名 空港部門 オペレーションコントロール部

（c）安全管理の組織

38名

客室部門 空港部門

社　　長

運航・整備連絡会議

安全推進部

総合安全推進委員会

安全統括管理者

整備部門

アルコール対策
特別委員会

安全方針と安全
目標

安全
リスクマネジメント

安全保証 安全推進

運航部門 客室部門 空港部門

社　　長

運航・整備連絡会議
安全推進部

総合安全推進委員会

188名 272名 272名

5名

安全統括管理者

整備部門

アルコール対策
特別委員会

38名

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数
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（a）安全管理の体制

（d）安全に関わる会議体

　安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

総合安全推進委員会
　社長が委員長を務め、安全統括管理者、常勤役員、航空安全に直接関わる部長、および
琉球エアーコミューター社長などをメンバーとして、航空機の安全運航に関連するすべての事項、
航空保安に関する事項などについて全社的観点から企画・立案、総合調整、助言、または必要
により勧告を行い、全社的な総合安全対策を促進するために設置しています。
また、社長や安全担当者は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、緊密な連携と情報共有を
図るとともに、入手した情報などを社内に周知します。

運航・整備連絡会議
　社長の指名する役員を議長とし、運航、整備などの安全に関わる組織の担当役員、および部長を
メンバーとして、運航部門と整備部門が定期的に情報共有と意思疎通を図り、相互理解の推進と
連携強化により、安全運航に寄与するために設置しています。

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施



人数 主な所属先 備考

運航乗務員 92名 運航部門

整備士 107名 整備部門 うち、有資格整備士は90名

客室乗務員 60名 客室部

運航管理者 10名 オペレーションコントロール部

 （c）安全管理の組織

d.日本エアコミューター

運航部門 整備部門 客室部 空港部 

社　　長

オペレーション
コントロール部

123名

安全推進部

161名 60名 1名 11名

5名

安全統括管理者

安全推進委員会

安全担当者会議アルコール対策
特別委員会

安全方針と安全
目標

安全
リスクマネジメント

安全保証 安全推進

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数
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（a）安全管理の体制

安全推進委員会
　社長が委員長を務め、安全統括管理者、常勤役員、安全に直接関わる組織長をメンバーとして、
安全に関わる全社的企画の立案、総合調整、勧告･助言を行っています。
また、社長や安全担当者は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、緊密な連携と情報共有を
図るとともに、入手した情報などを社内に周知します。

安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

安全担当者会議
　安全推進委員会の下部機関として、各部門の社員で構成され、部門間の意思疎通を図り安全性
向上のために必要な施策について検討・調整および促進を図ることを目的としています。

（d）安全に関わる会議体

アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の抜本的な再構築の一環として、未然防止を体系的かつ組織的に推進するため、
安全統括管理者の責任と権限のもとで運営しています。

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施



人数 主な所属先 備考

運航乗務員 47名 乗員部

整備士 21名 整備部門 うち、有資格整備士は14名

客室乗務員 25名 乗員部

運航管理者 16名 運航部 日本トランスオーシャン航空と共用

（c）安全管理の組織

e.琉球エアーコミューター

 

運航部  乗員部・運航乗員訓練審査部 整備部門  業務部

社　　長

安全推進部 

5名

安全推進委員会

79名 39名 10名

2名

安全統括管理者アルコール対策
特別委員会

安全方針と安全
目標

安全
リスクマネジメント

安全保証 安全推進

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

23

（a）安全管理の体制

安全推進委員会
　社長が委員長を務め、安全統括管理者、常勤役員、全部長および社長が任命するものを
メンバーとして、航空安全に関わる全社的企画の立案、総合調整、勧告･助言を行っています。
また、社長や安全担当者は、日本航空および日本トランスオーシャン航空の安全に関わる会議体
に出席し、緊密な連携と情報共有を図るとともに、入手した情報などを社内に周知します。

安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

（d）安全に関わる会議体

アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の抜本的な再構築の一環として、未然防止を体系的かつ組織的に推進するため、
安全統括管理者の責任と権限のもとで運営しています。

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施



人数 主な所属先 備考

運航乗務員  29名 乗員部

客室乗務員 15名 客室部

運航管理者 7名 運航管理室

（c）安全管理の組織

f.北海道エアシステム

 

4名 8名 27名 3名 3名

経営企画部  空港部 オペレーション本部 

社　　長

安全推進部 

6名

安全推進委員会

2名 45名

1名(*)

安全統括管理者

オペレーション企画部  運航管理室  乗員部  査察部  整備部 

安全担当者会議

7名

アルコール対策委員会

客室部

15名

コーポレート
コミュニケーション部 

3名

総務人財企画部 

(*)この 他に安全統括管理者が安全推進部長を務める

(*)2007年11月より、整備業務の管理を日本エアコミューターに委託しています。

安全方針と安全
目標

安全
リスクマネジメント

安全保証 安全推進

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数
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（a）安全管理の体制

安全推進委員会
　社長が委員長を務め、全部門担当役員および担当役員が指名するものをメンバーとして、
航空安全に関する企画・立案、総合調整、勧告・助言を行っています。
また、社長をはじめ関係する役員および社員は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、
緊密な連携と情報共有を図るとともに、入手した情報などを社内に周知します。

安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

（d）安全に関わる会議体

安全担当者会議
　安全推進部と現業部門の安全担当者により組織される会議体です。現業の目線を活かして
安全管理システムを駆動させることが、設置の目的です。

アルコール対策委員会
　飲酒対策の全社的な管理、情報収集と分析、対策実行と実施状況の監視などを目的として、
安全統括管理者の責任と権限のもとで運営しています。

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施



人数 主な所属先 備考

運航乗務員  95名 Flight Operation Team

客室乗務員 231名 Passenger Operation team

運航管理者 39名 Flight Operation Support Team 日本航空と共用

（c）安全管理の組織

g.ZIPAIR Tokyo

(*1)日本航空との共用運航管理者39名を含む。
(*2)OSAT：Operation Support & Action Team 

(*)2019年12月より、整備業務の管理をJALエンジニアリングに委託しています。

Flight Operation
Support Team Maintenance Team Cabin Team Airport Team 

社　　長

OSAT

44名(*1)

安全推進部

2名 3名 9名 12名(*2)

3名

安全統括管理者

航空安全推進委員会

アルコール対策特別委員会

オペレーション本部長

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数

25

（a）安全管理の体制

航空安全推進委員会
　社長が委員長を務め、安全統括管理者を含む全常勤役員、安全管理担当部門長、総務部長
および企画マーケティング部長を委員として、航空安全・保安に関する企画・立案、総合調整、
勧告・助言を行っています。
また、社長をはじめ関係する役員および社員は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、
緊密な連携と情報共有を図るとともに、入手した情報などを社内に周知します。

　安全推進部が全社的な安全管理を担当します。

（d）安全に関わる会議体

アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の全社的な管理、情報収集と分析、対策の実行と実施状況の監視などを目的として、
安全統括管理者の責任と権限のもとで運営する会議体であり、航空安全推進委員会の機能に
内包されます。

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施



人数 主な所属先 備考

運航乗務員  72名 運航部

客室乗務員 113名 客室部

運航管理者 10名 運航管理部

（c）安全管理の組織

h.スプリング・ジャパン

 

安全推進室

運航部
   

安全推進委員会 

123名 3名 123名 53名 21名

整備部 客室部 統括部 運航管理部

社　　長

安全統括管理者

6名

オペレーション
マネジメント部

アルコール対策
特別委員会 

運航リスクマネジメント
会議19名

（b）運航乗務員、整備士、有資格整備士、客室乗務員、運航管理者の数
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（a）安全管理の体制

安全推進委員会
　安全統括管理者が委員長を務め、社長以下、安全管理規程に記載された委員および
事務局長が、航空安全・保安に関する企画・立案、総合調整、勧告・助言を行っています。
また、社長をはじめ関係する役員および社員は、日本航空の安全に関わる会議体に出席し、
緊密な連携と情報共有を図るとともに、入手した情報などを社内に周知します。

　安全推進室が全社的な安全管理を担当します。

（d）安全に関わる会議体

運航リスクマネジメント会議
　安全推進委員会の下部機構としての会議体であり、生産部門の安全に係る情報を
組織横断的に分析・共有するとともに安全推進委員会への報告を行っています。

生産部安全推進会議
　生産各部内の会議であり、部門内の安全管理の実施状況についてレビューを行い、
その結果を部門内にフィードバックするとともに、運航リスクマネジメント会議を経て
安全推進委員会への報告を行っています。

アルコール対策特別委員会
　飲酒対策の全社的な管理、情報収集と分析、対策の実行と実施状況の監視などを目的
として、安全統括管理者の責任と権限のもとで運営する会議体です。

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施

(*)整備業務の管理をJALエンジニアリングに委託しています。



JALグループにおいては、航空法第113条の2に定められた「整備業務の
管理の受委託」の制度(*)を活用し、JALグループ保有機材（一部を除く）の
整備や整備の管理業務をJALエンジニアリング（JALEC）および
日本エアコミューター（JAC）が担っており、それぞれ同じ安全の基準で
整備を行っています。

委託者 受託者 機材

日本航空（JAL）

JALエンジニアリング（JALEC）

BOEING 777・BOEING 767・
BOEING 787・BOEING 737-800・AIRBUS A350

ZIPAIR Tokyo（ZIP） BOEING 787

ジェイ・エア（J-AIR） EMBRAER 170・EMBRAER 190

スプリング・ジャパン（SJO） BOEING 737-800

北海道エアシステム（HAC） 日本エアコミューター（JAC） SAAB 340B(*)・ATR42-600

FIX

　JALグループ内で整備の管理の受委託を行う場合、委託する側
の管理責任者は、委託先が行う日常業務について日々監視を行う
とともに、定期的な委託業務品質監査(年1回)を行っています。
また、受託する側にも受託管理責任者を配置して、委託側と緊密
な情報交換を行い、適切に整備作業、整備管理業務を行う体制を
とっています。

　このように業務の管理の受委託を通じて、JALグループ会社が
相互に連携して安全・品質レベルの向上を図っています。

JALエンジニアリングによる整備作業

【5/13　福津】
整備の委託を3ページ→2
ページに集約

(*)整備業務の管理の受委託：
整備に係る指揮監督権限を含めた包括的な受委託。
委託者の事業計画に従って、受託者にて受託機材に係るすべての整備作業および整備管理業務（生産管理、
部品管理、技術管理、教育訓練、委託管理、監査）が実施される。

(*)2021年12月に退役

a.整備業務の管理の受委託

⑤航空機の整備に関する業務の委託状況
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安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施

整備作業に使用する工具類



b.整備作業の委託

（b）委託管理体制

安全方針と安全
目標

安全
リスクマネジメント

安全保証 安全推進

（c）主な委託先 航空機整備委託 部品整備委託

運航整備包括委託 機体整備包括委託

・JALエンジニアリング

・日本トランスオーシャン航空

・日本エアコミューター

・ルフトハンザテクニック

・ユナイテッド航空

・アメリカン航空

・エアカナダ

・香港エアクラフト・エンジニアリング

・ST Engineering Aerospace Services

・KLMオランダ航空

・ブリティッシュ・エアウェイズ

・廈門太古飛机工程有限公司

・上海太古飞机工程服务有限公司

・ルフトハンザ航空

・日本トランスオーシャン航空

・ST Engineering Aerospace Services

・廈門太古飛机工程有限公司

・ST Engineering Aerospace (Guangzhou) 
Aviation Services

・ボーイング社

・エアバス社

・JALエンジニアリング

・全日本空輸

・General Electric

・Eagle Services Asia

・三菱重工航空エンジン

・ジャムコ

・SR Technicsなど、国内・海外委託
先および製造会社

航空機整備委託 部品整備委託

運航整備包括委託 機体整備包括委託

・JALエンジニアリング

・日本トランスオーシャン航空

・日本エアコミューター

・ルフトハンザテクニック

・ユナイテッド航空

・アメリカン航空

・エアカナダ

・香港エアクラフト・エンジニアリング

・ST Engineering Aerospace Services

・KLMオランダ航空

・ブリティッシュ・エアウェイズ

・廈門太古飛机工程有限公司

・上海太古飞机工程服务有限公司

・ルフトハンザ航空

・日本トランスオーシャン航空

・ST Engineering Aerospace Services

・廈門太古飛机工程有限公司

・ST Engineering Aerospace 
(Guangzhou) Aviation Services

・ボーイング社

・エアバス社

・JALエンジニアリング

・全日本空輸

・General Electric

・Eagle Services Asia

・三菱重工航空エンジン

・ジャムコ

・SR Technicsなど、国内・海外
委託先および製造会社
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a.項「整備業務の管理の受委託」とは別に、JALグループではグループ内およびグループ外の会社
に一部の整備作業を業務委託しています。

（a）委託内容

　委託に際しては、基本的に国土交通省の認可を受け、委託業務に関する実績や経験を有する
委託先を選定し、さらにその委託先の能力が基準を満足する水準にあるか、審査を行います。
委託開始後も、委託した個々の整備について領収検査を実施してその品質を確認すると
ともに、定期または随時に委託先の監査を行い、その能力が維持されていることを確認
しております。

安全管理システム4 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施



（３）安全管理の実施

①安全に係る情報の収集と周知

（疲労リスク管理方針）
　運航の安全性向上のために、運航乗務員および客室乗務員の業務において、疲労が常に存在す
るハザードであると認識し、疲労リスクを管理し、低減することに努める。
日本航空の疲労リスク管理は、会社が行うすべての運航に適用され、科学的見地や実績に基づい
たデータドリブンによる継続的なリスク管理により実施される。疲労リスク管理は、会社や乗務
員がそれぞれの責務を果たすことで成り立つ。

疲労リスク管理プログラム
　運航の安全性向上と品質の改善に資するため、運航乗務員および客室乗務員の疲労に関するデータを
収集してこれに基づき適切に是正措置を講じるリスク管理を実施しています。

　安全管理の方針に則り、安全管理システムを円滑に機能させるために次のような安全管理を
実施しています。

収集した情報の中でも、不安全事象の再発防止や、安全意識向上の目的で社員に周知することが
重要な情報は、社内周知文書や安全に関するホームページでJALグループ社員に周知を行って
います。安全に係る情報の主な周知媒体は以下のとおりです。

・JALグループの安全方針を示すための社内文書「Corporate Safety」
・JAL Webサイト「安全・品質」ページ
・社内イントラネット「安全」ページ
・安全情報誌「FLIGHT SAFETY」

安全情報誌「FLIGHT SAFETY」

①疲労管理プログラム
　内容と方針を説明
②その他の実施内容を記述～等

この2行は削除でもよいのでは

安全管理システム 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施

　不安全事象の発生傾向の把握やハザードの特定を行って事故やトラブル等の発生防止に活用するため、
次に定める取り組みなどにより、安全に係る情報を収集しています。

● 報告制度
● 飛行データ解析プログラム
● 疲労リスク管理プログラム(*)
● アルコール等の摂取に係るリスク管理体制

JAL Webサイト「安全・品質」ページ
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４

　不安全事象に関する各部門からの報告、飛行データ解析プログラム、乗務員の疲労リスク管理
プログラム、アルコールに係るリスク管理プログラムなどから得られる情報を幅広く収集し、
不安全事象の発生防止に活用しています。2021年度は、乗務員の疲労リスクに関する管理方針を
定め、情報のさらなる収集に努めました。

疲労リスク管理プログラム
　運航の安全性向上と品質の改善に資するため、運航乗務員および客室乗務員の疲労に
関するデータを収集してこれに基づき適切に是正措置を講じるリスク管理を実施しています。

（疲労リスク管理方針）
　運航の安全性向上のために、運航乗務員および客室乗務員の業務において、疲労が常に存在する
ハザードであると認識し、疲労リスクを管理し、低減することに努める。
日本航空の疲労リスク管理は、会社が行うすべての運航に適用され、科学的見地や実績に基づいたデータ
ドリブンによる継続的なリスク管理により実施される。疲労リスク管理は、会社や乗務員がそれぞれの
責務を果たすことで成り立つ。

報告制度
義務的報告制度
不安全事象を把握し、安全対策への適切な反映および定時性、快適性、
運航効率等、航空運送の品質向上に資することを目的として、義務的報
告制度を設定し、適切に運用する。
(2)自発的報告制度社員が自らの経験等（ Human  Factorsを含む）を進ん
で報告し、これらを分析・評価することによって不安全事象の再発防止に
役立てるため、自発的報告制度を設定し、適切に運用する



JALグループでは、安全対策の策定や事故・トラブルなどへの対応の推進にあたり、以下の
ステップによる、リスク管理を実施しています。

 (*)ハザード:事故・重⼤インシデントなどにつながる可能性のある危険要素(潜在的なものを含む)

ハザード(*)の
特定 リスクの評価 対策の立案 モニターおよび

レビュー

DJSI対応

PDCAサイクルと下記記述の整合性が取れる
表現に修正

a.統合型安全情報データベース (JAL Safety Database：JSD)

b.ERC(Event Risk Classification)

主な取り組み

②リスクマネジメント

30

　　JALグループ内で発生する安全に関するすべての発生事例は、共通のデータベースで管理
しています。グループ内で発生した事例は、データベースにより速やかに共有されます。
発生部門でのリスク評価に加えて、安全推進本部でもグループ内の全発生事例に対してERC
により評価を行い、潜在リスクの確実かつ早期発見を図っています。

　発生した事象が、「どの程度、深刻な事故に至る可能性が
あったか」と「事故に至ることを防ぐ現状のしくみ（防護壁）
はどの程度有効か」という視点で評価を行い、事故などの
取り返しのつかない事態へ発展することの未然防止の強化を
図っています。また、リスクを点数化して分野ごとに一定期間
積算することで、事例の集中傾向や発生頻度も監視しており、
設定した閾値を超えると、Safety Issue (安全上の懸念点) を
探り、必要によりリスクの低減を行います。

安全管理システム 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施４

図を作成

JALグループでは、安全対策の立案や航空事故・トラブルなどへの対応の推進にあたり、以下の
ステップによるリスク管理を実施しています。
(1)ハザードの特定
収集した不安全事象などの情報を基に、航空事故・重大インシデントなどにつながる可能性の
ある危険要素(潜在的なものをふくむ)であるハザードを特定します。
(2)リスクの評価
特定したハザードの影響の重大性や発生の確立を見極め、その結果としてもたらされるリスク
が許容可能であるかを評価し、対策の必要性を検討する。複数のリスクに対しては、必要に応
じリスクの優先順位付けを行います。
(3)対策の立案
優先度の高いリスクから、リスクが許容レベル以下に低減されるように個々のハザードに対す
る対策(ハザードの除去等)を立案し、実施します。
(4)モニターおよびレビュー
対策の実施状況をモニターし、有効性評価を行う。リスクが許容できるレベルと判断されない
場合は、さらに追加対策を立案します。

　収集した不安全事象などの情報をもとに、航空事故・重大インシデント
などにつながる可能性のある危険要素(潜在的なものを含む)である
ハザードを特定します。
 (*)ハザード:事故・重⼤インシデントなどにつながる可能性のある危険要素(潜在的なものを含む)

　特定したハザードの影響の重大性や発生の確率を見極め、その結果
としてもたらされるリスクが許容可能であるかを評価し、対策の必要性
を検討します。複数のリスクに対しては、必要に応じリスクの優先順位
付けを行います。

　優先度の高いリスクから、リスクが許容レベル以下に低減されるよう
に個々のハザードに対する対策(ハザードの除去など)を立案し、実施
します。

　対策の実施状況をモニターし、有効性評価を行います。リスクが許容
できるレベルと判断されない場合は、さらに追加対策を立案します。

ハザード(*)の
特定

リスクの評価

対策の立案

モニター
および

レビュー

リスクの評価

モニター
およびレビュー

対策の立案

ハザード(*)の
特定



ERCを活用し実際に洗い出されたリスクとそのリスクを緩和するためにとった対策の例

　2021年度は、ERCを活用し、航空機内における
お客さまと乗務員の負傷リスクを低減し、航空事故
を未然に防ぐために、座席上の収納棚からの手荷物
落下をSafety Issueに特定し、一部の機材において
客室乗務員による触手確認箇所を見直すなどの対策
を実施しています。

DJSI対応

触手確認の様子

PHOTOGRAPHY BY SACHIE ABIKO

PDCAサイクルと下記記述の整合性が取れる
表現に修正

c.HFACS（Human Factors Analysis Classification System)

d.安全管理指標(Safety Performance Indicator：SPI)

抽出されたリスクに対して適宜対策を立案・実施
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　ヒューマンエラーを削減するため、直接的な不安全行動だけでなく、背後にある手順や
作業環境、組織的な影響に至るまで幅広く分析し、深層要因に対策を講じます。また、抽出
された要因を統計的に分析し、組織に潜在する課題に対応することでヒューマンエラーの
未然防止に取り組みます。

　不安全事象の発生状況を指標化し、広範囲かつ迅速に把握することで、リスクが顕在化
する前に対応を行います。また、安全に対する活動状況を指標化することで、組織の安全
推進活動の健全性を確認しています。

安全管理システム 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施４

PHOTOGRAPHY BY SACHIE ABIKO

ERCを活用し実際に洗い出されたリスクとそのリスクを緩和するためにとった対策の例

　2021年度は、ERCの分析結果から、座席上の収納
棚から手荷物が落下するリスクが洗い出されまし
た。このリスクをSafety Issueに特定し、航空機内
におけるお客さまと乗務員の負傷リスクを低減する
ために、滑り止め防止装置の装着および客室乗務員
による触手確認箇所を2点から3点に追加する等の対
策を実施しました。

担当ではないのですが、P31の「ERCを活用し実際に

洗い出されたリスク・・・」のところで、

座席上の収納棚かの手荷物落下をSafety Issueに特

定し、客室乗務員による触手確認箇所を2点から3点に

追加する等の対策を実施しました。

とありますが、この対策はA350だけの暫定対応なの

で、実際に搭乗された方からの誤解は避けたいところ

です。

座席上の収納棚かの手荷物落 下をSafety Issueに特

定し、一部の機材において客室乗務員による触手 確
認箇所を見直す等の対策を実施しています。

としていただけないでしょうか。

ERCを活用し実際に洗い出されたリスクとそのリスクを緩和するためにとった対策の例

　2021年度は、ERCを活用し、航空機内におけるお
客さまと乗務員の負傷リスクを低減し、航空事故を
未然に防ぐために、座席上の収納棚からの手荷物落
下をSafety Issueに特定し、客室乗務員による触手
確認箇所を2点から3点に追加する等の対策を実施し
ました。



　JALグループでは、国土交通省要件に基づく内部監査を定期的に実施し、安全管理体制の構
築や改善の取り組みについて確認しています。また、IOSA(*)登録会社である日本航空、
日本トランスオーシャン航空およびジェイ・エアにおいては、IATA要件に基づく内部監査を
定期的に実施し、IATAの定めた基準(IOSA基準)の適合性について確認しています。
(*)IOSA(IATA Operational Safety Audit）:航空会社の安全管理体制が有効に機能していることを確認するためにIATAが設定した国際的
な安全監査プログラム

　社内外の環境変化に伴い、組織の拡大・縮小や設備・システム・プロセス・手順の変更
などを行うなかで、変更の結果、意図せず新たなハザードが生じたり、また、既存のリスク
に対する低減策が影響を受ける可能性があります。JALグループでは、変更に伴う安全　　
リスクに確実に対応していくために、変更管理プロセスを設定し、管理しています。

　JALグループでは、安全管理システムが有効に機能しているかを評価し、必要な改善を
行うことを目的として課題総括を実施しています。具体的には、日本航空安全推進本部と
運航、整備、客室、空港、オペレーション、貨物郵便各本部、グループ航空会社安全推進
組織がそれぞれ連携して、年間を通じて安全目標の達成状況や安全施策の進捗、事業計画、
社員の安全意識、第三者による助言に基づく取り組みなどの幅広い情報を収集し分析評価を
行い、課題を見出しています。この課題総括においては、内部監査では見出しにくい安全
意識、安全文化の課題といった経営の強い関与が必要とされる課題の抽出に重点を置いて
います。なお、見出された課題は翌年度の各本部、グループ航空会社の安全施策の策定や、
中・長期的な安全の取り組みに反映しています。

　近年、⾃然災害の頻発化・激甚化が日常生活を含む社会経済活動全般の脅威となっており、
運送事業者には、発災時の被害軽減・拡⼤防⽌、事業活動の維持や早期回復など、⾃然災害　
への対応能⼒の向上が求められています。JALグループでは、これらの状況をふまえて「JAL
グループ災害対策規程」を新設し、防災・減災に向けた平時の備えの強化と発災時の事態対処
体制を整備しています。

③災害に対する措置

④内部監査

⑤マネジメント・レビュー

⑥変更管理
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安全管理システム 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施４

　近年、⾃然災害の頻発化・激甚化が運輸の安全の脅威となっており、運送事業者には、発
災時の被害軽減・拡⼤防⽌、事業活動の維持や早期回復など、⾃然災害への対応能⼒の向上
が求められています。JALグループでは、これらの状況をふまえて「JALグループ災害対策
規程」を新設し、防災・減災に向けた平時の備えの強化と発災時の事態対処体制を整備して
います。



・変更管理も追加？
・国土交通省要件？正しい表現？

　2021年度は北海道エアシステム、ZIPAIR Tokyoが、国土交通省大臣官房による運輸安全
マネジメント評価(*1)を受けました。助言および期待事項(*2)については、必要な対応を検討
していきます。その他のグループ航空会社については、「安全管理体制の現況に関する
確認票」により、経営トップや安全統括管理者の状況および毎年度の安全管理体制の向上に
向けた取り組み状況などを報告しました。

【評価事項】

・優れている事項

・創意工夫がなされている事項

・熱心に取り組まれている事項等

【助言事項】

・更に推進すると効果が向上すると思わ

れる事項

・工夫の余地があると思われる事項

・更なる向上に向け継続的に取り組む必

要があると思われる事項等

【期待事項】

・助言事項までには至らないものの取り

組み

を推進することで更なる安全管理体制の

向上が期待されると思われる事項等

a.運輸安全マネジメント評価

【評価事項】 【助言事項】 【期待事項】

・優れている事項
・創意工夫がなされている事項
・熱心に取り組まれている事項等

・更に推進すると効果が向上すると思われる事項
・工夫の余地があると思われる事項
・更なる向上に向け継続的に取り組む必要があると

思われる事項等

・助言事項までには至らないものの取り組みを推進
することで更なる安全管理体制の向上が期待
されると思われる事項等

受検の表現確
認

(*1)運輸安全マネジメント評価
　　国土交通省大臣官房が航空、鉄道、海運、自動車を対象に、会社全体にわたる安全管理システムの運用状況を確認し、改善点を抽出して助言

するもの
(*2)評価、助言および期待される事項:

【評価事項】

（北海道エアシステム）
・安全重点施策について、経営トップを中心に全社一丸となって取り組み、毎年の施策決定に

ついてCAPDサイクルを継続的に実施していること　
・安全統括管理者について、過去のインシデントの再発防止メッセージを全社員に発信するなど

安全文化の醸成に取り組んでいること等
（ZIPAIR Tokyo）
・経営トップについて、社員の安全意識の向上及び自社全体の安全管理体制向上の取り組みに

積極的なリーダーシップを発揮していること
・車座ミーティング等の取り組みについて、各社員の当事者意識の向上などにつながっている

こと等

【助言事項】
（ZIPAIR Tokyo）
・ヒヤリハット情報の量と質の向上について、事故の未然防止に向けた取り組みを強化する

こと

【期待事項】

（北海道エアシステム）
・過去に経営層が対処した部門間連携などの課題について、課題認識と対応を後に繋げる

温故知新の取り組みを検討すること等
（ZIPAIR Tokyo）
・内部監査について、経営トップおよび安全統括管理者に対し、インタビュー形式での内部監査

を行う、あるいは、JALグループ他社や第三者機関等に委任して実施するなどの手段を
検討し、自社課題の把握の機会として内部監査の一層の充実・強化を行うこと等

⑦第三者による評価
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・変更管理も追加？
・国土交通省要件？正しい表現？

【評価事項】

・優れている事項

・創意工夫がなされている事項

・熱心に取り組まれている事項等

【助言事項】

・更に推進すると効果が向上すると思わ

れる事項

・工夫の余地があると思われる事項

・更なる向上に向け継続的に取り組む必

要があると思われる事項等

【期待事項】

・助言事項までには至らないものの取り

組み

を推進することで更なる安全管理体制の

向上が期待されると思われる事項等

受検の表現確
認

2021年度、各グループ航空会社は、国土交通省航空局による安全監査立入検査(*1)を合計49回(*2)

受検しました。指摘事項に対しては、要因分析と対策の検討を行い、以下の是正措置を講じて
います。

b.安全監査立入検査

・安全上の支障を及ぼす事態の報告に係る実施・管理手順の適切な設定
・安全上の支障を及ぼす事態の報告に係る教育の設定
・業務連絡等重要な情報の周知系統の維持手順の適切な設定
・危険物事故発生時の連絡系統の維持手順の適切な設定

(*1)国土交通省航空局による安全監査立入検査
　　国土交通省航空局が航空会社の安全管理体制の構築状況、運航、整備などの各部門が行う業務の実施状況などを確認するために行う　　　　
監査として、その本社部門、空港所などの基地、訓練施設などに立ち入って実施する検査のこと。
(*2)エンルート監査は含まない。

　日本航空には3名の社外取締役と3名の社外監査役が在籍しており、取締役会や役員会などの
場において、JALグループの取り巻く環境への対応や諸課題について客観的な立場から、
さまざまな助言や提言をいただいています。

社外取締役　独立役員 社外監査役　独立役員

小林 栄三
（兼職の状況）
・伊藤忠商事株式会社名誉理事
・オムロン株式会社社外取締役
・株式会社日本取引所グループ

社外取締役

八丁地 園子
（兼職の状況）
・株式会社ダイセル 社外取締役
・マルハニチロ株式会社　

社外取締役

柳 弘之
（兼職の状況）
・AGC株式会社 社外取締役
・キリンホールディングス株式会社　

社外取締役

加毛 修
（兼職の状況）
・銀座総合法律事務所所長弁護士
・アゼアス株式会社社外監査役

久保 伸介
（兼職の状況）
・共栄会計事務所代表パートナー
・川崎汽船株式会社 社外監査役

岡田 讓治
（兼職の状況）
・金融庁企業会計審議会委員
・日本取引所自主規制法人　

外部理事

（2022年4月1日時点）

c.社外取締役・社外監査役
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社外取締役　独立役員 社外監査役　独立役員

小林 栄三
（兼職の状況）
・伊藤忠商事株式会社名誉理事
・オムロン株式会社社外取締役
・株式会社日本取引所グループ

社外取締役

八丁地 園子
（兼職の状況）
・株式会社ダイセル　社外取締役
・マルハニチロ株式会社　

社外取締役

柳 弘之
（兼職の状況）
・ヤマハ発動機株式会社　顧問
・AGC株式会社　社外取締役
・キリンホールディングス株式会社　

社外取締役

加毛 修
（兼職の状況）
・銀座総合法律事務所所長弁護士
・アゼアス株式会社社外監査役

久保 伸介
（兼職の状況）
・共栄会計事務所代表パートナー
・川崎汽船株式会社　社外監査役

岡田 讓治
（兼職の状況）
・金融庁企業会計審議会委員
・日本取引所自主規制法人　

外部理事

https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_eizo_kobayashi.html
https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_sonoko_hatchoji.html
https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_hiroyuki_yanagi.html
https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_osamu_kamo.html
https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_shinsuke_kubo.html
https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_joji_okada.html
https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_eizo_kobayashi.html
https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_sonoko_hatchoji.html
https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_hiroyuki_yanagi.html
https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_osamu_kamo.html
https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_shinsuke_kubo.html
https://www.jal.com/ja/outline/executive/d_joji_okada.html


　JAL グループは、2005年8月より、ヒューマンファクター、失敗・欠陥分析、組織運営・
文化、安全などに幅広い知識、経験を有する5名の先生方からなる安全アドバイザリーグループを
設置しています。客観的かつ専門的見地から、安全に関する幅広い助言や提言をいただき、
グループ経営や安全業務に活かしています。

d.安全アドバイザリーグループ

安全アドバイザリーグループメンバー

柳田　邦男氏（座長） 作家、評論家

畑村　洋太郎氏
東京大学名誉教授、株式会社 畑村創造工学研究所代表
専門分野はナノ・マイクロ加工学、生産加工学、医学支援工学、
失敗学、危険学、創造学

鎌田　伸一氏 防衛大学校名誉教授
専門分野は組織論と経営学

芳賀　繁氏 株式会社 社会安全研究所 技術顧問、立教大学名誉教授
専門分野は交通心理学、産業心理学、人間工学

小松原　明哲氏 早稲田大学理工学術院教授
専門分野は人間生活工学

経営とのフォローアップ会議安全アドバイザリーグループの先生方
後列左から、芳賀氏、小松原氏

前列左から、畑村氏、柳田氏(座長)、鎌田氏
社外取締役、安全AGで1枚に集約
JAL REPORT参照

　IOSAとは、航空会社の安全管理体制が有効に機能していることを確認するための国際的な
安全監査プログラムであり、JALグループでは、日本航空、日本トランスオーシャン航空、
ジェイ・エアが、IOSA登録航空会社となっています。IATA加盟の航空会社は定期的に受検
する必要があり、次回は、2023年(2022年度)を予定しています。

e.IOSA (IATA Operational Safety Audit）

35

安全管理システム 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施４



安全啓発センターのガイドを務める社員の声

　安全啓発センターは、安全アドバイザリーグループからの提言、および
123便事故のご遺族からの、「残存機体を展示し、悲惨な事故を二度と繰り
返さないでほしい」との願いを受けて、事故の教訓を風化させてはならないと
いう想いと、安全運航の重要性を再認識する場として開設されました。
ここは、私たちの安全の原点です。事故を経験した社員「現人」が年々減少す
る中で、私たちは事故の事実、そして教訓を語り継いでいかなければなりませ
ん。私は事故後に生まれ、事故を知らない世代ですが、事故を正しく認識し、
ご遺族の想いに触れ、語り継いでいます。また、社員一人一人が「現地」
である御巣鷹の尾根を訪れ、事故を感じ・考えることは非常に重要です。
案内を通じて、命の尊さ、そして安全運航の重要性を考えていただけるよう
努めています。

日本航空　安全推進部
髙山　優香

　JALグループでは、安全に係る業務に必要な技能、知識および能力を身につけるため、社員
それぞれの役割・地位に応じて必要な教育・訓練を実施(*)しています。また、必要な安全に係る
情報を周知し、定期的な安全啓発を実施しています。
(*)一部の教育・訓練についてはオンラインで実施するとともに、実地での教育・訓練については、換気や消毒など十分に感染防止対策を講じて実施
しました。 憲章に基づき、命を守

る人財、育成、三現主
義a.三現主義に基づく取り組み

⑧教育・訓練と安全啓発

　事故を経験した社員が減少
し、事故を知らない世代が多く
なる中において、事故を実際に
経験した社員が見たその当時の
情景や、安全への想いを絶やす
ことなく次世代へ引き継ぐこと
で、常に安全を大前提として行
動する人財を育成しています。

　三現主義とは、安全アドバイザリーグループの畑村洋太郎氏が提唱する、現地（事故現場）に
行き、現物（残存機体、ご遺品等）を見て、現人（事故に関わった方）の話を聞くことで物事の
本質が理解できるという考え方です。 

２. 安全を大前提として考え
行動する人財を育成する

「現地」である御巣鷹の尾根に慰霊登山
を行うこと
　「現地」である御巣鷹の尾根に赴くこと
は、マニュアル学習と違い、どのような
ことに直面しても安全の側に判断し行動
するということを社員の安全意識の揺る
ぎのない基盤として確立することにあり
ます。JALグループで働く者として、過去
の事故について「知る・感じる・考え
る」ことを通して、社員一人ひとりが、
当事者意識を持って何をしなければなら
ないかを深く考えることを目的として当
社グループの新入社員は慰霊登山に赴い
ています。

　JALグループでは、「現地」である御巣鷹の尾根に慰霊登山を行い、安全啓発センターで
残存機体などの「現物」と向き合うこと、さらには、当時のニュース映像の視聴や事故に直接
関わった方による講話などにより、事故を経験した 「現人」と接することを通して意識の奥底
から安全の重要性を啓発しています。 

新入社員安全セミナーにて
慰霊登山する様子

安全啓発センター　
来訪者数は社内外あわせて

27万人を超えている
（2022年3月末時点）

安全講話～語り継ぐ～
事故当時の状況を知る

現人の講話を聴講する様子
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髙山さんコメント
PDFにすると改行位置がずれるため、 PDFにした際に違和感の
ないように改行しています。



（b）JALグループ新入社員安全セミナー

御巣鷹の尾根への慰霊登山の様子

新⼊社員安全セミナーを受講した社員の声

　私たち客室乗務員は、保安要員であるとの意識で日々業務を行っておりますが、この
セミナーを通して、空の上でお客さまの尊い命をお預かりしているということを決して
忘れてはいけないと改めて実感しました。また、御巣鷹山事故のご遺族の想いを知り、
飛行機にお乗りいただいているお客さまにはご家族やご友人など大切な方が　　　　　
いらっしゃるということを感じました。今後もセミナーを通じて感じたことを　　　　
忘れずに、保安要員としての強い自覚を持ち、乗務に臨みたいと思います。
　世界ではさまざまな事故などの悲惨な出来事が起こっていますが、日本航空を選んで
くださるお客さまがいらっしゃることに感謝し、飛行機は安全だということを「見える
安全」として意識をしながら、今後も業務を行ってまいります。日本航空　第1客室乗員部

木村　由衣子

b.安全に係る教育

　JALグループ存立の大前提である安全を堅持するため、日常業務に必要な知識・技術・能力を
身につける教育に加え、常に高い安全意識をもった社員を育成するための教育を実施しています。

（a）JALグループ安全教育

第3回JALグループ安全教育

JALグループの新入社員を対象に、「事故に
ついて知る・感じる・考える」ことを目
的として

コロナに関しては削る
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　JALグループ全社員を対象に、「安全を大前提とする意識」を醸成することを目的として、
自らの業務と安全を結びつけるための安全教育を毎年実施しています。

　2021年度は、「職種ごとに異なる安全業務や安全
に関するルールを相互に学ぶこと」をテーマとし、
「お互いがどのような安全上のルールに従って業務を
遂行しているのか」、また「自分自身の業務が前後
工程の業務とどのように関係し、影響を及ぼし合って
いるか」を学ぶことで、部門を越えた相互理解を
深め、安全の層を厚くしていくことを目指しました。

　JALグループの新入社員を対象に、「日本航空の
過去の事故について知る・感じる・考える」、　
「社員一人一人が、安全を堅持するために、当事者
意識を持って何をしなければならないかを深く　　
考える」ことを目的としてグループ共通の教育を実
施しています。この教育では、安全啓発センターの
見学や、御巣鷹の尾根への慰霊登山、事故に直接
携わった方のインタビュー映像の視聴を通して安全
について考えます。そして最後に、自らの考えを
安全宣言として言語化することで自らの行動と結び
つけることにより、安全の層を厚くしています。

安全管理システム 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施４



（c）新任管理職安全セミナー

新任管理職安全セミナーを受講した社員の声

　御巣鷹山への慰霊登山や安全啓発センターを訪問する度に、決して事故を起こしては
いけないとの思いを新たにしていましたが、 新任管理職安全セミナーの受講を通じ、
立場が変わることで安全を守り抜くことへの責任の重さを自覚しました。 整備に携わる
者として安全への意識を高め続けることは当然のことですが、「組織や部下が真に安全を
守る仕事ができているか、また、日々の判断の軸がぶれていないか」を自問し続け、躊躇
なく改善することが課せられた役割であることを強く認識させられた研修でした。 
エンジニアとして飛行機を「飛ばす」のではなく、2.5人称の視点で大切なお客さまを
無事にお運びする責任を噛みしめ、自身の取り組み姿勢が本当にお客さま一人一人に　　
胸を張れることなのか考え、管理職の立場で安全運航に尽くしていきたいと思います。

JALエンジニアリング
成田航空機整備センター運航点検整備部

村嶋　光治

飲酒に関する教育を追加　関連ページ　 P24、P26

（４）アルコールに関する教育
　JALグループの新任管理職を対象に、「管理職として組織を率いる、部下を率いる立場として業務と安全と
のつながりを認識し、安全を守っていく覚悟を新たにする」ことを目的として、グループ共通の安全意識教育
を実施しています。
　改めて過去の事故に向き合い、三現主義に触れることで、管理職の立場から業務や組織と安全のつながり
を考え、自らの覚悟を安全宣言という形で言語化することによって、安全意識の醸成と浸透を図っています。

（e）アルコールに関する教育

飲酒問題
⇒言い換えできれば GOOD

（３）安全啓発セミナー
　JALグループ社員と業務委託先スタッフを対象に、安全啓発セミ
ナーを実施しています。
　これは、社員が自発的に参加するセミナーであり、2021年度は
オンラインを活用した「安全啓発センターオンライン見学」や柳田先
生を講師としてお招きし「2.5人称(*)の視点セミナー」を開催しまし
た。

　新型コロナウイルス感染症の影響で制限されましたが、御巣鷹の尾根へ慰霊登山を行う「御巣鷹山慰霊登山
セミナー」を開催し、安全意識を啓発する機会を提供しています。
　また他社の安全の取り組みを学ぶ「異業種交流安全セミナー」も開催しています。JALグループの安全の取り
組みを客観的に見つめ直すことと、異業種の安全に対する取り組みに触れることで新たな気づきを得えて、自
身の仕事に結びつける取り組みを行っています。

(*)XXXXX

社員が自発的に参加する、を打ち出す。
ニュアンス。
オンライン見学、2.5人称セミナー、異業種交流セミ
ナー、など希望者には機会を提供しています。

（d）安全啓発セミナー
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　JALグループの新任管理職を対象に、「組織や部下を率いる立場として業務と安全とのつながりを
認識し、安全を守っていく覚悟を新たにする」ことを目的として、グループ共通の教育を実施
しています。
　改めて過去の事故に向き合い、三現主義に触れることで、管理職の立場から業務や組織と安全の
つながりを考え、自らの覚悟を安全宣言という形で言語化することによって、安全意識の醸成と
浸透を図っています。

　JALグループ社員と業務委託先スタッフを対象に、
安全啓発セミナーを実施しています。
　これは、社員が自発的に参加するセミナーであり、
安全啓発センターの見学や、御巣鷹の尾根への慰霊登山
などを通して安全意識を啓発する機会を提供しています。
　2021年度は、移動が制限されるなか、オンラインでの
安全啓発センター見学など社員が場所を問わず、安全情報
に触れることができる環境を整備しました。また、新たに、
他社の安全の取り組みを学ぶ「異業種交流安全セミナー」
などを開催しました。新たな考え方を知り、自身の仕事に
結びつけることで、更なる安全意識の向上を図っています。

　JALグループ全社員を対象に、JALグループの飲酒問題を振り返ることで安全意識を新たにして
形骸化を防ぐとともに、自己管理の徹底に向けアルコールに関する正しい知識を再確認することを
目的として、アルコールに関する教育を毎年実施しています。
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工事中

安全啓発セミナーでの慰霊の様子



（a）運航乗務員

安定した安全・品質水準を確保するため、運航乗務員、整備士、客室乗務員および運航管理者に
対して、以下の訓練や審査などを実施しています。

フライトシミュレーター訓練の様子

c.訓練・審査など

（b）客室乗務員

救難訓練の様子
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　運航乗務員は、さまざまな訓練や審査および飛行経験を積み
重ね、フライトの基礎を学ぶ訓練生から副操縦士への昇格、そして
機長に昇格するまで10年以上を要します。また、副操縦士や機長に
なった後も、毎年、定期的に訓練や審査を受けることが法的に義務
付けられています。フライトシミュレーターを使い、航空機の操縦
操作のみならず、異常事態や緊急事態への対応など、さまざまな
訓練・審査を受けています。
かつての運航乗務員の訓練・審査は、手動操縦の正確性やエンジン
故障時の操縦操作など個人の操縦技術(テクニカルスキル)に重点が
置かれていました。これらに加え、昨今の訓練・審査では、現代の
航空機の運航に則した内容も重視されるようになっています。
　例えば、飛行中のさまざまな不具合や状況変化に対し、機長と副操縦士との適切なコミュニ
ケーションによりチームを形成し問題を解決していくなど、チームを機能させて安全にフライト
をマネジメントする能力（ノンテクニカルスキル）も重要視しています。世界的にはコンピテン
シーの概念(*)によるCBTA（Competency-Based Training and Assessment）を適用した実践的な
訓練・審査の構築がなされています。日本航空においても訓練や審査に取り入れ、さまざまな
状況に対処し安全性を高める能力（レジリエンス）の醸成を行っています。また、ITを活用して
蓄積した訓練・審査のデータや路線運航におけるさまざまな情報を分析、活用し、訓練や審査の
改善を図っています。

(*)コンピテンシーの概念:
さまざまな状況に対処し安全性を高めるための運航乗務員の業務に必要な行動指標として「スキル(Skills)」、「知識(Knowledge)」および
「姿勢(Attitude)」の能力要素を用いる概念。（スキルにはテクニカルスキルとノンテクニカルスキルが含まれる）

　客室乗務員は、入社時の初期訓練において、自律型人財の育成を
目指し、実践的なプログラムで訓練を実施することで、保安要員
としての基礎を身につけます。
　その後の定期的な救難訓練では、技量や知識を維持し、万が一に
でも緊急事態が発生した際に迅速かつ確実に対応できるようにする
ため、不時着陸(着水)、火災発生、急減圧が起こった場合の対処、
脱出口の操作、安全阻害行為に対する措置などの訓練を行って
います。この訓練では一人一人が主体的に能力を発揮し、
運航乗務員や仲間と連携して緊急事態に対応できるよう、訓練内容
を作成しています。
　さらに、マニュアルに定められている日常安全業務の手順や関係
法令などを正しく理解するための定期安全教育も実施しています。
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（c）整備⼠

アクティブラーニング訓練の様子

5/17 1436修正済@佐々木

（d）運航管理者

実務経験を重ねる運航管理者
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　整備士は、入社時から計画的に教育と訓練を積み重ね、社内資格に
加えて本邦および欧州認定の国家資格を含むさまざまな資格を順次
取得し、高度な知識と技量を習得しています。資格取得の過程に
おいては最新の航空機に搭載されている新しい技術のみを学ぶのでは
なく、原理原則や技術の変遷をもあわせて学ぶことで、問題や課題に
対する探求力、思考力の強化に取り組んでいます。また、双方向の
対話を重ねながら学ぶ「アクティブラーニング」手法を取り入れた
ファンダメンタル教育を新たに導入するなど、基盤となる総合力の
強化を図っています。また、昨年度に引き続き、オンラインを活用
した訓練を拡大しました。

・ヒューマンファクターに関する訓練
・品質保証訓練
・安全フォーラム
・階層別教育

　こうした知識や技量を遺憾なく発揮するためには優れた品格と豊かな人間性を有することが求められ
ます。とりわけJALグループの整備士として安全や品質に対する強い責任感や使命感、高い安全意識を
醸成するため以下のような教育・訓練を実施しました。

　運航管理者は、航空気象、航空法規、航空機システム、航空管制
など航空機をとりまく幅広い分野の教育・訓練を受けたうえで、国家
資格である運航管理者技能検定に合格することが必要です。その後も
実務経験や訓練を重ね、知識・技量をさらに高めて、社内の実技・
口述審査に合格することで初めてJALグループの運航管理者として
仕事をすることができます。審査合格後も定期訓練などを通じて、
知識のブラッシュアップを図り、定期審査において必要な知識・技量
が維持されているかを確認しています。

　また、自然災害や紛争など運航を取り巻く環境が大きく変化する昨今においては、あらゆる
オペレーションリスクへの対応が求められます。そのような環境変化にも迅速かつ的確に対応し、
安全・安心な運航、高度な意思決定集団を目指すため、IOC(*1)コンピテンシー(*2)を導入しました。
この概念を柱とし、特にコミュニケーションスキル向上・レジリエンス(*3)を意識し、安全をさらに
高めていくための教育を行っています。このような訓練・審査および日々の業務を通して、幅広い
知識と技量の習得・向上を継続しながら航空機の安全運航を支えています。

(*1)IOC:Integrated Operations Control. JALグループの運航を集中管理するための組織
(*2)IOCコンピテンシー:ICAOで定義されたコンピテンシー（行動特性）をIOCに在籍する業務担当者向けにアレンジしたもの

「コミュニケーション」「シチュエーションアウェアネス」「ワークロードマネジメント」「問題解決・ディシジョンメイキング」
「チームビルディング」「組織機能の強化」「専門技倆」「手順・規程の適用」の8つがある

(*3)レジリエンス：想定外の事象などさまざまな状況変化に柔軟に対処し、元の状態に回復できる個人またはチームのしなやかさ
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・ヒューマンファクターに関する訓練(コミュニケーションやチームワークを改善し、不具合やエラー
　の未然防止およびそれらが発生した場合の対応能力を向上させる訓練)
・品質保証訓練(航空機整備に係る品質保証の理解を深め、意識をさらに向上させる訓練)
・安全フォーラム(お客さまの尊い命をお預かりする整備の重要性を再認識させる教育)
・階層別教育（勤続経験や職位など各階層に応じて求められる役割や能力(*)を明確にし、身につける
　ための人財育成教育）
(*)能力： 状況認識力、コミュニケーション、チームワーク、リーダーシップなど



　JALグループでは、経営トップをはじめ、運航、
整備、客室、空港、オペレーション、貨物郵便など
生産に携わる部門の役員が日頃から積極的に現場に
出向き、社員と直接コミュニケーションを図る機会
を設けています。加えて、夏期安全キャンペーン、
年末年始輸送安全総点検実施時には、生産に係る
部門だけでなく、総務、経理、人財、IT企画など
一般管理部門の役員も、国内外の空港や、運航、
客室、整備、オペレーション、貨物郵便などの現場
を訪問しています。

（a）社員と経営とのダイレクトコミュニケーション

役員による職場巡回の様子

社員と経営による車座ミーティングの様子

 　CLMとは、風通しの良い企業風土の醸成や自発的
・主体的行動の促進、さらには現場力の強化を目的
として、全国各地からさまざまな職種の社員が部門の
壁をこえて集い、社内相互コミュニケーションを
図る場です。 
　職種や職場をこえた仲間が、JALグループに顕在
・潜在化するさまざまな課題を解決するために肉声で
議論し、解決に向けて主体的に取り組むことで部門を
こえた繋がりや、幅広い視野を形成するための
取り組みです。

経営に対する活動報告会

（b）CLM活動（コミュニケーションリーダーミーティング）

d.安全文化醸成に向けた取り組み

CLTは、社内の相互コミュニケーションの場であり、
JALの翼を支える仲間が職種や職場を越えて繋が
り、フォーマルなものに留まらずインフォーマルな意
思疎通によりコミュニケーションを活性化し、肉声で
議論することで視野を拡げ、視座を高めるための取
り組みです。
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2021年度は、行動制限による影響を受けまし
たが、国内空港での車座ミーティングに加え
て、海外空港については、オンラインを活用
した巡回を実施するなど、国内に留まらず、
海外の社員ともコミュニケーションを図り
ました。

安全管理システム 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施４

　JALグループでは、経営トップをはじめ、運航、整備、客室、
空港、オペレーション、貨物郵便など生産に携わる部門の役員が
日頃から積極的に現場に出向き、社員と直接コミュニケーション
を図る機会を設けています。加えて、夏期安全キャンペーン、年
末年始輸送安全総点検実施時には、生産に係わる部門だけでな
く、総務、経理、人財、IT企画など一般管理部門の役員も、国内
外の空港や、運航、客室、整備、オペレーション、貨物郵便など
の現場を訪問しています。



（c）社員表彰

感謝状授与式の様子

安全推進本部長からの感謝状を受領した社員の声

株式会社JALカーゴハンドリング
羽田グループ
塚越　大輔

堤賞受賞コメント

今回「堤賞」という大変名誉な賞を頂き、日頃から有意注意での作業を心掛け
ていた成果が形となった事を実感することができました。ありがとうございまし
た。

また今回個人での受賞では無く、日々切磋琢磨し合う仲間とのチーム力での
受賞と言う事もあり、 JAL CARGO全体での安全意識の高さの証明にも繋がった
と思います。

個人の力だけでは安全の堅持はとても難しいですが、個人の力が集結しチー
ム力になることで安全の層と質は更に高く強くなり、より確実な安全をご提供で
きる土台となっていきます。

そのためにもどんなに些細な違和感にも敏感に反応し、仮に間違っていたとし
ても恐れずに声を挙げる事が大切です。

更に日頃から仲間と同じ課題に向き合いチーム力を醸成していく事で、いざと
言う時には全員が同じ方向を向いて「安全が大前提」として正しい判断をする
事ができ、その積み重ねが安全運航への第一歩に繋がってきます。

今後も些細な違和感を大切にし、仲間とのコミュニケーションを活発にして安
全の堅持に全身全霊で努めて参ります

株式会社　ＪＡＬカーゴハンドリング
運送部（JCH FDZ)　兼HNDグループ(FDZ/H)
丸山　義信  （MARUYAMA YOSHINOBU）

　感謝状の受領により、日頃から有意注意での作業を心掛けていた成果が形となった事を
実感することができました。また、日々切磋琢磨し合う仲間とのチーム力が評価されたこと
により、組織全体での安全意識の高さの証明にも繋がったと思っています。
　個人の力が集結し、チーム力になることで、安全の層と質はさらに高く強くなると考えて
います。そのために今後も、些細な違和感に敏感に反応し、恐れずに声を挙げていくと
ともに、仲間とのコミュニケーションを活発にすることで、安全の堅持に努めてまいり
ます。

ここでの社員コメントの記載について要検討

表彰を運営している社員の想い

　小さなことでも積極的に褒めることで、褒める文化の醸成に繋げていくことを心掛けて　
います。また、表彰の対象も現場の社員や組織のみならず、現場を支える部門まで幅広い　
ため、情報収集には日頃からアンテナを張っています。感謝状の授与式の場には、感謝対象
の組織長にも同席を求め、職場の仲間が集まった前で実施しています。地道な取り組み　　
ですが、こうした褒める取り組みは、経営と現場とのコミュニケーションを意図的に創出
し、経営と現場との距離を縮めることにも寄与していると感じています。表彰を通じて、　
社員一人一人が積極的に声をあげやすい環境を作っていくことで、職場の安全管理システム
が有効に機能している状態をつくることに貢献できればと考えています。表彰の場での受賞
者の喜びの表情や声が我々のモチベーションになっています。
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写真差し替え

　JALグループでは、褒める文化の醸成と安全意識のさらなる向上を目的として社員表彰を行って
います。JALグループ全社表彰制度「JAL Awards」の「安全の砦」部門では「安全憲章の趣旨に
則り行動したことでトラブル等を未然に防いだ」事例や、「各種イレギュラー事例等の分析・
報告を行い、知識の共有化と再発防止に大きく寄与した」社員を表彰しています。

また、上記の表彰に加えて、「わずかな異変も見逃さず、
トラブルを未然に防いだ」事例などに対して、安全推進
本部長が、関わった社員に直接感謝状を授与する取り組み
も実施しています。

安全管理システム 安全管理の方針 安全管理の体制 安全管理の実施４

気を付けて取り組んだこと
結果不安前事象を防ぐことができた
表彰されて嬉しい
ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ上がっている
今後も＊＊を意識して業務に取り組みたい

　日頃から有意注意での仕事に臨んでおりますが、その結果として、不安全な事象の発生を
未然に防止することができたことを・・・安堵？
感謝状を受け取り、あらためて自分自身の仕事に対する誇りやモチベーションの向上につな
がり、仲間も含めて職場風土がよくなったと感じています。
個人の力が集結し、チーム力になることで、安全の層と質は更に高く強くなり、より確実な
安全をご提供できる土台となっていきます。そのためにも、今後もどんなに些細な違和感に
も敏感に反応し、恐れずに声を挙げる事で安全の層を厚くしてまいります。

(20220531時点原稿)　日頃から有意注意での作業を心掛けていた成果が形となった事を実
感することができました。また、日々切磋琢磨し合う仲間とのチーム力が評価されたことに
より、JAL CARGO全体での安全意識の高さの証明にも繋がったと思っています。
個人の力が集結し、チーム力になることで、安全の層と質は更に高く強くなり、より確実な
安全をご提供できる土台となっていきます。そのためにもどんなに些細な違和感にも敏感に
反応し、仮に間違っていたとしても恐れずに声を挙げる事が大切です。さらに日頃から仲間
と同じ課題に向き合いチーム力を醸成していく事で、いざと言う時には全員が同じ方向を向
いて「安全が大前提」として正しい判断をする事ができ、その積み重ねが安全運航への第一
歩に繋がってきます。
今後も些細な違和感を大切にし、仲間とのコミュニケーションを活発にして安全の堅持に全
身全霊で努めてまいります。

日本航空　安全推進部
福津　重人



②国際線（方面別）

（運航会社）日本航空、ZIPAIR Tokyo、スプリング・ジャパン

＊各項目に「JAL運航便のうち他社による販売分」も加えています。
＊2020年度よりIFRSの適用に伴う収入計上ルールの変更により、特典航空券でご搭乗のお客さまが有償旅客に含まれます。
　当該変更により、旅客数、RPK、ならびに座席利用率には、特典航空券でご搭乗のお客さまが含まれます。
＊国際線の各数値は、「他社運航便のうちコードシェアによる自社販売分」を除いて算定しております。
＊SJOは、2021年6月29日〜2022年3月31日までの期間となっています。

①保有機種別

注釈要確認

5. データ
 AAZ SJOと確認中

（１）JALグループ輸送実績

データ５ JALグループ輸送実績 JALグループ保有機材
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＊各項目に「JAL運航便のうち他社による販売分」も加えています。
＊2020年度よりIFRSの適用に伴う収入計上ルールの変更により、特典航空券でご搭乗のお客さまが有償旅客に含まれます。

当該変更によりRPKには、特典航空券でご搭乗のお客さまが含まれます。
＊SJOは、2021年6月29日〜2022年3月31日までの期間となっています。



③路線別（国内線）

（運航会社）日本航空、ジェイ・エア、日本トランスオーシャン航空、日本エアコミューター、
琉球エアーコミューター、北海道エアシステム、スプリング・ジャパン*チャーター便、コードシェア便を除く

＊利用率=旅客数÷提供座席数

 AAZ SJOと確認中
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データ５ JALグループ輸送実績 JALグループ保有機材



*チャーター便、コードシェア便を除く

＊利用率=旅客数÷提供座席数
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データ５ JALグループ輸送実績 JALグループ保有機材



＊チャーター便、コードシェア便を除く
＊利用率=旅客数÷提供座席数
＊SJOは、2021年6月29日〜2022年3月31日までの期間となっています。
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データ５ JALグループ輸送実績 JALグループ保有機材



データ JALグループ輸送実績 JALグループ保有機材

BOEING 777 機数:　29 BOEING 767 機数:　29

運航会社:　JAL 運航会社:　JAL

座席数:　236~500 座席数:　199~261

初号機導入:　1996年 初号機導入:　1985年

平均機齢:　17.4 平均機齢:　14.6

平均年間飛行時間:　2,264 平均年間飛行時間:　1,505

平均年間飛行回数:　354　 平均年間飛行回数:　741

BOEING 787 機数:　51 BOEING 737-800 機数:　65

運航会社:　JAL・ZIP 運航会社:　JAL・JTA・SJO

座席数:　161~291 座席数:　144~189

初号機導入:　2012年 初号機導入:　2006年

平均機齢:　6.1 平均機齢:　10.2　

平均年間飛行時間:　3,492 平均年間飛行時間:　1,935

平均年間飛行回数:　595 平均年間飛行回数:　1,263

AIRBUS A350 機数:　15 EMBRAER 190 機数:　14

運航会社:　JAL 運航会社:　J-AIR

座席数:　369~391 座席数:　95

初号機導入:　2019年 初号機導入:　2016年

平均機齢:　1.4 平均機齢:　4.8

平均年間飛行時間:　1,576 平均年間飛行時間:　1,778

平均年間飛行回数:829　 平均年間飛行回数:　1,659

EMBRAER 170 機数:　18 ATR 72-600 機数:　2

運航会社:　J-AIR 運航会社:　JAC

座席数:　76 座席数:　70

初号機導入:　2008年 初号機導入:　2018年

平均機齢:　10.2 平均機齢:　3.2

平均年間飛行時間:　1,657 平均年間飛行時間:　1,435

平均年間飛行回数:　2,071 平均年間飛行回数:　1,929

ATR 42-600 機数:　11 DE HAVILLAND DASH 8-400 CARGO COMBI 機数:　5

運航会社:JAC・HAC 運航会社:　RAC

座席数:　48 座席数:　50

初号機導入:　2017年 初号機導入:　2016年

平均機齢:　2.9 平均機齢:　5.4

平均年間飛行時間:　1,605 平均年間飛行時間:　1,667

平均年間飛行回数:　2,395 平均年間飛行回数:　2,404

*平均機齢について:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　航空機は機齢に応じて適切な整備をすれば、ほぼ永続的に使用可能です。機齢が高いということが直接安全に影響を与えることはありません。
JALグループのすべての機材は、メーカーが推奨し、国土交通省が承認した整備プログラムに従って適切に整備して、良好な品質を維持しています。

*平均年間飛行時間=年間総飛行時間÷機数(2022年3月31日時点)
*平均年間飛行回数=年間総飛行回数÷機数(2022年3月31日時点)
*SAAB 340B型機は2021年12月をもって退役しました。
*SJOは、2021年6月29日〜2022年3月31日までの期間となっています。2021年度12月で退役したSAABについて注釈で触れるか確認

（２）JALグループ保有機材
(確認用)佐々木メモ
AAZ/B原子MR
グループ各社
YAZ松本さんデータ
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５

*平均年間飛行時間、平均年間飛行回数について:
平均年間飛行時間=年間飛行時間÷機数(2022年3月31日時点)
平均年間飛行回数=年間飛行回数÷機数(2022年3月31日時点)

*平均機齢について:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　航空機は機齢に応じて適切な整備をすれば、ほぼ永続的に使用可能です。機齢が高いということが直接安全に影響を与えることはありません。
JALグループのすべての機材は、メーカーが推奨し、国土交通省が承認した整備プログラムに従って適切に整備して、良好な品質を維持しています。

*平均年間飛行時間、平均年間飛行回数について:
　それぞれ年間の飛行時間と飛行回数を2022年3月31日時点の機数で除した値です。
*SAAB 340B型機は2021年12月をもって退役しました。
*SJOは、2021年6月29日〜2022年3月31日までの期間となっています。



－本報告書について－

　「JALグループ安全報告書」は、航空法第111条の6に基づき作成した、JALグループ航空
会社8社としての安全報告書です。

【対象期間】
　2021年4月1日から2022年3月31日までの期間ですが、一部につきましては、それ以前、
またはそれ以降に関する報告もございます。
*2021年6月29日に連結子会社化したスプリング・ジャパンについては2021年6月29日から2022年3月31日までの報告となっています。

【対象会社】
　表紙に記載したJALグループ航空会社8社ですが、一部につきましては、日本航空に限定
している場合もございます。
各社の安全に関わる取り組みについては、下記WEBサイトでもご参照いただけます。

会社名（略号） URL

日本航空（JAL） http://www.jal.com/ja/flight/

ジェイ・エア（J-AIR） http://www.jair.co.jp/about/safety.html

日本トランスオーシャン航空（JTA） https://jta-okinawa.com/safety/

日本エアコミューター（JAC） http://www.jac.co.jp/company_info/safety.html

琉球エアーコミューター（RAC） https://rac-okinawa.com/safety/

北海道エアシステム（HAC） https://www.info.hac-air.co.jp/wp-content/uploads/2019/04/
hacsafetyreport201904.pdf

ZIPAIR Tokyo(ZIP) http://www.zipairtokyo.com/ja/safety/

スプリング・ジャパン（SJO） https://jp.ch.com/JP/DownLoadReport
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株式会社ジェイエア
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